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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため、また、第69期、第70期

および第73期については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 平成15年12月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 86,786 83,669 76,286 71,629 68,858

経常利益 (百万円) 3,361 3,265 1,926 4,083 2,604

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △6,331 △143 977 1,421 △7,600

純資産額 (百万円) 28,126 26,025 27,766 29,148 27,541

総資産額 (百万円) 153,410 145,234 137,576 121,823 114,135

１株当たり純資産額 (円) 230.42 215.11 232.48 249.83 236.24

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △51.87 △1.18 7.81 11.82 △65.57

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.3 17.9 20.2 23.9 24.1

自己資本利益率 (％) ― ― 3.6 5.0 ―

株価収益率 (倍) ― ― 46.8 31.8 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,894 5,176 △3,373 5,305 4,828

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,042 221 △638 9,736 1,125

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,590 △6,439 1,013 △15,896 △6,393

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 7,983 6,952 3,910 3,061 2,673

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
2,137

〔3,921〕

1,950

〔4,385〕

1,496

〔4,110〕

1,371

〔4,205〕

1,290

〔4,153〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在していないため、また、第69期および第73期につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 平成15年12月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 64,392 59,181 53,320 51,094 48,597

経常利益 (百万円) 3,791 3,871 2,300 4,249 2,516

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △8,716 1,030 336 688 △8,213

資本金 (百万円) 12,081 12,081 12,081 12,081 12,081

発行済株式総数 (株) 122,074,243 122,074,243 122,074,243 122,074,243 122,074,243

純資産額 (百万円) 29,921 28,981 29,840 30,492 28,282

総資産額 (百万円) 141,900 134,911 131,119 117,019 109,048

１株当たり純資産額 (円) 245.12 239.54 250.06 261.56 242.79

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

5

(―)

5

(―)

3

(―)

5

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △71.41 8.45 2.80 5.76 △70.49

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.1 21.5 22.8 26.1 25.9

自己資本利益率 (％) ― 3.5 1.1 2.3 ―

株価収益率 (倍) ― 53.1 132.5 64.8 ―

配当性向 (％) ― 58.7 113.6 86.8 ―

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
1,307

〔1,397〕

1,118

〔1,236〕

850

〔1,294〕

754

〔1,467〕

692

〔1,454〕



２ 【沿革】 

  
昭和30年11月 藤田興業㈱の観光部門(箱根小涌園、伊東小涌園、椿山荘、観光街)が分離・独立して藤田観光㈱

を設立

昭和32年10月 藤田物産㈱設立

昭和33年10月 大島小涌園開業

昭和34年４月 箱根ホテル小涌園開業 

太閤園開業(京阪神観光㈱)

    ８月 京阪神観光㈱を吸収合併

昭和36年８月 京都国際ホテル開業(㈱京都国際ホテル)

昭和37年12月 芦ノ湖スカイラインを完成し有料自動車道業を開始

昭和38年10月 不動産業に進出しフジタ箱根山マンションの分譲を開始

昭和39年４月 東京証券取引所市場第二部上場

    10月 島原観光ホテル小涌園開業(島原温泉観光㈱)

    12月 能登興業開発㈱設立

昭和40年５月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

    12月 鳥羽小涌園開業

昭和42年３月 下田海中水族館開業

昭和43年12月 初の海外事業所としてフジタグァムタモンビーチホテル開業(フジタカンコウグアムINC.)

昭和45年２月 ホテルフジタ京都開業(㈱京都国際ホテル)

昭和47年４月 現在地東京都港区海岸に本社移転

    ５月 藤田グリーン・サービス㈱設立

    ７月 ㈱京都国際ホテル(京都国際ホテル、ホテルフジタ京都)を吸収合併

昭和48年６月 札幌第１ワシントンホテル開業

    ７月 大阪証券取引所市場第一部上場

昭和49年９月 仙台第１ワシントンホテル開業(㈱仙台ワシントンホテル)

昭和52年４月 藤田観光工営㈱設立

昭和55年３月 宇都宮ワシントンホテル開業(宇都宮ワシントンホテル㈱)

    ７月 秋葉原ワシントンホテル開業

昭和56年７月 札幌第２ワシントンホテル開業

昭和57年３月 長崎ワシントンホテル開業(長崎ワシントンホテル㈱)

    ４月 仙台第２ワシントンホテル開業(㈱仙台ワシントンホテル)

昭和58年10月 ホテルフジタ奈良開業

    12月 新宿ワシントンホテル開業(新宿ワシントンホテル㈱)

昭和59年２月 松江ワシントンホテル開業(松江ワシントンホテル㈱)

昭和60年５月 新潟ワシントンホテル開業(新潟ワシントンホテル㈱)

昭和61年６月 新宿ワシントンホテル㈱を吸収合併

昭和62年10月 秋田ワシントンホテル開業(秋田ワシントンホテル㈱)

    12月 千葉ワシントンホテル開業

昭和63年７月 沖縄ワシントンホテル開業(沖縄ワシントンホテル㈱)

平成２年６月 藤田観光ワシントンホテル旭川開業(藤田観光ワシントンホテル旭川㈱)

    11月 横浜伊勢佐木町ワシントンホテル開業 

カメリアヒルズカントリークラブ開業

平成３年８月 藤田ホテルサービス㈱設立(平成12年３月㈱フェアトンへ商号変更)

    11月 アジュール竹芝開業

平成４年１月 フォーシーズンズホテル椿山荘東京開業

    ４月 福井ワシントンホテル開業(福井ワシントンホテル㈱)

平成８年４月 キャナルシティ・福岡ワシントンホテル開業

    ９月 成田エアポートワシントンホテル開業(新潟ワシントンホテル㈱)

平成10年10月 浦和ワシントンホテル開業

平成11年６月 東京ベイ有明ワシントンホテル開業

平成12年４月 関西エアポートワシントンホテル開業(関西エアポートワシントンホテル㈱)

    10月 横浜桜木町ワシントンホテル開業



 
  

３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社34社および関連会社４社で構成され、婚礼・宴会事業、ワシントンホテ

ル事業を主な内容とし、更に各事業に関連する運輸およびサービス等の事業活動を展開しています。 

当社グループの事業に関わる位置づけは次のとおりであります。 

  

ブライダル＆バンケット事業…当社が経営する椿山荘、太閤園、コンヴィヴィオンに加えて、子会

社で㈱トラベルプラネットがあります。 

ワシントンホテル事業…………当社が経営する札幌、秋葉原、新宿、横浜伊勢佐木町、横浜桜木

町、キャナルシティ・福岡、浦和、東京ベイ有明の各ワシントンホ

テルに加えて、子会社で仙台ワシントンホテルを含め８箇所のワシ

ントンホテルを経営する藤田観光ワシントンホテル㈱など17社があ

ります。 

レジャー事業……………………当社が経営する箱根小涌園ならびに下田海中水族館に加えて、子会

社で下田アクアサービス㈱など２社があります。 

ラグジュアリーホテル事業……当社が経営するフォーシーズンズホテル椿山荘 東京があります。 

ホスピタリティ周辺事業………当社が経営するカメリアヒルズカントリークラブおよび不動産業に

加えて、子会社で藤田観光工営㈱、㈱フェアトン、藤田グリーン・

サービス㈱など６社があります。 

リージョナルホテル事業………子会社に京都国際ホテルを含め３箇所のホテルを経営する藤田ホテ

ルマネジメント㈱、島原温泉観光㈱など４社があります。 

その他事業………………………子会社に㈱東京ビーピーエスなど４社、関連会社に東海汽船㈱、秋

田地熱エネルギー㈱など４社があります。 

  

上記の他、その他の関係会社として同和鉱業㈱があります。同社は電気銅・亜鉛・電気鉛・電気金・電

気銀の製錬・販売、伸銅品の製造・販売、磁性材料・半導体材料・精密加工品・ケミカル品の製造・販

売、廃棄物処理業、土壌浄化処理業、金属材料の熱処理加工業、および土木・建築・不動産ならびにこれ

らに付帯する事業を営んでおります。 

なお、同社との取引関係は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事

項 (関連当事者との取引)」に記載しております。 

  

平成13年１月 箱根小涌園ユネッサン開業

    12月 藤田ホテルマネジメント㈱設立

平成14年１月 福井ワシントンホテル㈱に以下の６社を合併(平成14年６月藤田観光ワシントンホテル㈱へ商号

変更) 

(㈱仙台ワシントンホテル、宇都宮ワシントンホテル㈱、長崎ワシントンホテル㈱、新潟ワシン

トンホテル㈱、秋田ワシントンホテル㈱、沖縄ワシントンホテル㈱)



 これら当社の企業集団は相互に連携して観光事業の発展を図っております。 
なお、以上に述べた企業集団の概要図は以下の通りであります。 
  
(企業集団の概要図) 

 

(注) １ ☆連結子会社 ★持分法適用会社 

２ 平成16年３月19日に設立された㈱ビジュアライフを平成17年１月１日より連結対象子会社に含めておりま

す。 

３ その他事業に所属しておりましたグリーンエステート㈱は平成４年12月31日に解散、平成17年２月23日に清

算が結了いたしました。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(1)連結子会社 

 
  

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の 
賃貸借状況

伊東リゾート 
サービス㈱

静岡県 
伊東市

50 ホテルの営業 100.0 ４(１) ― ― ―

鳥羽リゾート 
サービス㈱

三重県 
鳥羽市

100 ホテルの営業 100.0 ４(１) ― ― ―

下田アクア 
サービス㈱

東京都港区 10 水族館の営業 100.0 ４(３) ―
同社は、親会社の水
族館の運営を受託し
ています。

―

島原温泉観光㈱
長崎県 
島原市

158 ホテルの営業 76.2 ２(０)
(注)７
貸付金

265
― ―

藤田観光ワシント
ンホテル㈱

東京都港区 350 ホテルの営業 100.0 ５(２)
貸付金

2,896
―

同社に長崎ワシ
ントンホテルの
建物(ホテル)を
賃貸していま
す。

藤田観光ワシント
ンホテル旭川㈱

北海道 
旭川市

200 ホテルの営業 100.0 ４(１)
貸付金

529
― ―

関西エアポートワ
シントンホテル㈱ 
(注)６

東京都港区 400 ホテルの営業 100.0 ４(１)
(注)７
貸付金

2,430
― ―

キャナルシティ・
福岡ワシントンホ
テル㈱

東京都港区 10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ―
同社は、親会社のホ
テルの運営を受託し
ています。

―

浦和ワシントンホ
テル㈱

東京都港区 10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ―
同社は、親会社のホ
テルの運営を受託し
ています。

―

東京ベイ有明ワシ
ントンホテル㈱

東京都港区 30 ホテルの営業 90.0 ５(３) ―
同社は、親会社のホ
テルの運営を受託し
ています。

―

札幌ワシントンホ
テル㈱

東京都港区 10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ―
同社は、親会社のホ
テルの運営を受託し
ています。

―

藤田ホテル 
マネジメント㈱

京都府 
京都市 
中京区

200 ホテルの営業 100.0 ３(１) ― ―
同社に建物(ホ
テル)等を賃貸
しています。

㈱仙台ワシントン
ホテルサービス

宮城県 
仙台市 
青葉区

10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ― ― ―

㈱宇都宮ワシント
ンホテルサービス

栃木県 
宇都宮市

10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ― ― ―

㈱長崎ワシントン
ホテルサービス

長崎県 
長崎市

10 ホテルの営業 100.0 ３(１) ― ― ―

㈱新潟ワシントン
ホテルサービス

新潟県 
新潟市

10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ― ― ―

㈱成田ワシントン
ホテルサービス

千葉県 
成田市

10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ― ― ―

㈱秋田ワシントン
ホテルサービス

秋田県 
秋田市

10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ― ― ―

㈱沖縄ワシントン
ホテルサービス

沖縄県 
那覇市

10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ― ― ―

㈱福井ワシントン
ホテルサービス

福井県 
福井市

10 ホテルの営業 100.0 ４(２) ― ― ―

藤田観光工営㈱
東京都 
文京区

50
造園工事・ 
生花の販売

100.0 ３(１) ―

同社は、親会社事業
所より造園工事の発
注を受ける等事業提
携をしています。

―



 
(注) １ 藤田観光ワシントンホテル㈱、藤田観光ワシントンホテル旭川㈱、関西エアポートワシントンホテル㈱、キ

ャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱、浦和ワシントンホテル㈱、東京ベイ有明ワシントンホテル㈱、札

幌ワシントンホテル㈱、藤田ホテルマネジメント㈱、㈱仙台ワシントンホテルサービス、㈱宇都宮ワシント

ンホテルサービス、㈱長崎ワシントンホテルサービス、㈱新潟ワシントンホテルサービス、㈱成田ワシント

ンホテルサービス、㈱秋田ワシントンホテルサービス、㈱沖縄ワシントンホテルサービス、㈱福井ワシント

ンホテルサービス、伊東リゾートサービス㈱、鳥羽リゾートサービス㈱、下田アクアサービス㈱、島原温泉

観光㈱の20社は、藤田観光グループの一環として相互に観光事業の発展を図っております。 

２ 議決権の所有又は[被所有]割合の(  )内は、間接所有割合で内数であります。 

３ 役員の兼任欄の(  )内の数は、当社従業員が同社役員を兼任している人数で内数であります。 

４ 上記の関係会社のうち、東海汽船㈱および同和鉱業㈱は、有価証券報告書を提出している会社であります。

５ 上記子会社は、特定子会社に該当しません。 

６ 債務超過会社であり、債務超過額は2,116百万円であります。 

７ 子会社の銀行取引に対して債務保証を行っております。 

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の 
賃貸借状況

㈱フェアトン 東京都港区 50
ビルの管理・ 
清掃

100.0 ２(１) ―

同社は、親会社事業
所よりビル管理など
受託する等事業提携
しています。

―

藤田グリーン・ 
サービス㈱

東京都港区 50 不動産の管理 100.0 ３(１) (注)７

同社は、親会社不動産
の管理などを受託する
等事業提携していま
す。

同社からＢ＆Ｂ
パンシオン箱根
の建物を賃借し
ています。

藤田リゾート 
開発㈱

東京都港区 100
ゴルフ場の運営

100.0 ３(１) ―
同社は、親会社のゴル
フ場の運営を受託して
います。

―

ワシントンホテル
システム㈱

東京都港区 10
ホテル経営に関
するコンサルタ
ント業

100.0 ５(２) ―

同社は、親会社のフ
ランチャイジーに対
する管理業務を受託
しています。

―

能登興業開発㈱
石川県 
羽咋郡 
宝達志水町

200
ゴルフ場の運営 66.6

(1.6)
３(１) ― ― ―

リザベーションサ
ービス㈱

東京都港区 10
ホテル・レスト
ランの斡旋

100.0 ５(３) ―
同社は、親会社の予約
業務等を受託していま
す。

―

㈱東京ビーピーエ
ス

東京都港区 10 事務受託業 100.0 ４(１) ―
同社は、親会社の総務
業務等を受託していま
す。

―

㈱トラベルプラネ
ット

東京都港区 20 旅行代理業 100.0 ５(２) ― ― ―

㈱ビジュアライフ
東京都 
文京区

20 写真撮影業 51.0 ３(２) ― ― ―

(2)持分法適用関連会社

名称 住所

資本金 

又は出資金

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の

所有又は

[被所有]

割合(％)

関係内容

役員の兼任

(名)

資金の援助

(百万円)
営業上の取引

設備の 

賃貸借状況

秋田地熱エネルギ
ー㈱

秋田県 
湯沢市

300
地熱蒸気の 
採取・供給

30.0 ２(０) ― ― ―

東海汽船㈱ 東京都港区 1,100 海運業
20.4
(0.2)

１(１) ― ― ―

(3)その他の関係会社

名称 住所

資本金 

又は出資金

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の

所有又は

[被所有]

割合(％)

関係内容

役員の兼任

(名)

資金の援助

(百万円)
営業上の取引

設備の 

賃貸借状況

同和鉱業㈱
東京都 
千代田区

36,436 非鉄金属業 [27.5] １(０) ― ― ―



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、藤田観光労働組合が組織(平成17年12月31日現在における組合員数1,092名)され

ており、サービス・ツーリズム産業労働組合連合会に加盟しております。なお、労使関係は順調に運営

されております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ブライダル＆バンケット事業 279   〔583〕

ワシントンホテル事業 411 〔1,003〕

レジャー事業 123 〔222〕

ラグジュアリーホテル事業 112 〔327〕

ホスピタリティ周辺事業 175 〔1,679〕

リージョナルホテル事業 126 〔315〕

その他事業 64 〔24〕

合計 1,290 〔4,153〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

692〔1,454〕 38.2 17.0 6,330



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が改善し、個人消費も増加傾向にあることなど、景

気回復のすそ野が拡大してきました。一方、観光業界におきましては、景気の回復感に後押しされ需要

は伸びつつあるものの、新規参入ホテルの増加やニーズの多様化などにより競争が激化していることか

ら、依然として厳しい状況が続いております。 

 こうした状況のもと、当社グループでは売上拡大に向けた施策を強化してまいりました。加えて当期

は、創立50周年に因んだ特別企画商品の販売なども積極的に実施いたしました。 

 しかしながら、こうした営業努力も厳しい環境を跳ね返すには至らず、当連結会計年度の業績は、前

年同期比減収減益という大変残念な結果に終わりました。 

 併せて、財務諸表の透明性を高めるため、「固定資産の減損に係る会計基準」を当連結会計年度より

早期適用し、減損損失123億円、販売用不動産評価損7億円、固定資産除却損5億円など、特別損失で146

億円を計上した結果、税金差引後の当期純損失76億円を計上することとなりました。 

 一方で、事業の一部には明るい兆しも見え始めております。主力のブライダル＆バンケット事業にお

ける婚礼部門の売上高が増加に転じ、平成18年の予約も堅調に推移しております。また、ワシントンホ

テル事業においては、客室稼働率が上昇傾向に転じております。 

 ラグジュアリーホテル事業における業績の悪化は厳しいものがありますが、当社最大の資産である東

京・目白地区の活用へ向けて、「椿山荘」との相乗効果を発揮するために庭園整備を継続して実施する

とともに、「フォーシーズンズホテル椿山荘 東京」のチャペルをリニューアルし、また、スパ・トリ

ートメント・エリアを都内最大級に拡大させるなど、積極的に競争力強化策を実施しております。 

 なお、平成16年から取り組んでおります「事業改革」の重点課題の一つである「資産・負債の圧縮」

のうち、有利子負債の圧縮につきましては、遊休不動産の売却などにより、当連結会計年度末借入金残

高は前年同期比58億円減の506億円となりました。 

 これらの結果、当連結会計年度の業績の概要は次のとおりとなりました。 

 
事業セグメント別の営業概況は次のとおりであります。      

(金額単位：百万円）

当連結会計年度 前期同期比 増減率

売上高 68,858 △ 2,771 △3.9%

営業利益 3,088 △ 1,733 △36.0%

経常利益 2,604 △ 1,478 △36.2%

当期純損失 7,600 △ 9,022 ―

期末借入金残高 50,646 △ 5,788 △10.3%



ブライダル＆バンケット事業 

（椿山荘、太閤園、コンヴィヴィオン、ブライダル＆バンケット事業付帯部門および株式会社ト  

   ラベルプラネット）      

 
婚礼部門については、広告宣伝の強化や顧客へのサービス充実を図ったことなどから、件数、利用単

価が前年同期比増加となり、売上高も増加となりました。 

 宴会部門については、展示会等のイベントが低調に終わったことなどから利用人員が減少し、利用単

価は増加しましたが前年同期比減収となりました。 

 レストラン部門については、法人接待利用や和式婚礼の人気から料亭「錦水」が堅調に推移したもの

の、不採算であった外部２店舗の撤退（「レストランフォレスタ小石川椿山荘」が平成17年5月、「大

手前瓢たん」が同年6月）もあり、利用単価は増加となったものの利用人員は大幅な減少となり、前年

同期比減収となりました。 

 以上の結果、宴会、レストラン部門の減収を婚礼部門の増収でカバーするまでには至らず、ブライダ

ル＆バンケット事業全体の売上高は前年同期比315百万円の減収となりました。また、営業利益につい

ては、平成18年1月に開業したゲストハウス型結婚式場「コンヴィヴィオン」の開業費用の増加などが

あり、1,138百万円と前年同期比582百万円（△33.9％）の減益となりました。 

 

ワシントンホテル事業 

（札幌、秋葉原、新宿、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、キャナルシティ・福岡、浦和、東京ベイ有明の

各ワシントンホテル、アジュール竹芝およびワシントンホテル事業付帯部門、および連結子法人として

藤田観光ワシントンホテル株式会社（仙台、宇都宮、長崎、新潟、成田エアポート、秋田、沖縄、福井

の各ワシントンホテル）、藤田観光ワシントンホテル旭川株式会社、関西エアポートワシントンホテル

株式会社、ワシントンホテルシステム株式会社またこれらのホテルの運営子会社13社） 

 
宿泊部門については、札幌第１ワシントンホテルが平成16年6月30日から建替えのため営業を休止し

た影響（平成16年上期利用人員68千人、売上高307百万円）による減収があったものの、客室稼働率向

上を第一目標とした施策効果により、宿泊部門全体の客室稼働率・利用人員は前期を上回りました。 

 レストラン部門では、不採算店舗対策として、10店舗の撤退、8店舗の営業形態見直しを実施した影

響に加え、新宿、秋葉原の大型店舗の不調などにより、減収となりました。 

(金額単位：百万円、人員：千名、件数：件）

売上高 前年同期比 増減率 利用人員 前年同期比 増減率
利用単価
（円）

前年同期比 増減率

婚礼部門
5,133 117 2.3%

198 0 △0.4%
25,811 701 2.8%

 （婚礼件数） (3,328) (   12) ( 0.4%)

宴会部門 2,925 △ 139 △4.6% 384 △23 △5.8% 7,612 102 1.4%

レストラン部門 2,614 △ 394 △13.1% 644 △236 △26.9% 4,055 642 18.8%

その他 （消去含む） 1,878 101 5.6% － － － － － －

合計 12,550 △ 315 △2.5% 1,227 △261 △17.6% 10,183 1,566 18.2%

 ※利用単価は単純合算をベースに算出しています

(金額単位：百万円、人員：千名）

売上高 前年同期比 増減率 利用人員 前年同期比 増減率
利用単価
（円）

前年同期比 増減率

宿泊部門 17,181 △142 △0.8% 2,559 47 1.9% 6,713 △185 △2.7%

 （客室稼働率） (83.2%) (4.4%) －

レストラン部門 8,331 △834 △9.1% 3,477 △353 △9.2% 2,396 3 0.1%

その他（消去含む） 2,220 △152 △6.4% － － － － － －

合計 27,732 △ 1,128 △3.9% 6,036 △305 △4.8% 4,565 42 0.9%

 ※利用単価は単純合算をベースに算出しています



以上の結果、ワシントンホテル事業全体での売上高は札幌第１ワシントンホテル休業の影響（556百

万円）を含め、前年同期比1,128百万円の減収となりましたが、減損会計適用にともないリース料など

一部費用が特別損失に振り替わった影響（258百万円）もあり、営業利益は958百万円と前年同期比143

百万円（17.7％）の増益となりました。 

 

レジャー事業 

（箱根小涌園、下田海中水族館、レジャー事業付帯部門および下田海中水族館の運営子会社） 

 
日帰り・休憩部門については、「箱根小涌園ユネッサン」で話題性のある施設改装を実施したことな

どによって利用人員は前期並みを維持しましたが、売上高は利用単価の減少により前年同期比減収とな

りました。なお、「箱根小涌園ユネッサン」につきましては、平成13年の開業から総入場者数が600万

人を超えております。 

 宿泊部門については、「箱根ホテル小涌園」の宿泊プランが好調で利用単価が上昇し、利用人員はほ

ぼ前年並みながら、売上高は前年同期比増収となりました。 

 以上の結果、レジャー事業全体での売上高は、ほぼ前年並みとなりましたが、営業利益は426百万円

と前年同期比76百万円（△15.1％）の減益となりました。 

 

ラグジュアリーホテル事業 

（フォーシーズンズホテル椿山荘 東京およびラグジュアリーホテル事業付帯部門） 

 
宿泊部門は、個人向け宿泊プランの販売や新たに創設した会員組織のメンバー利用が好調であったた

め、利用人員、客室稼働率とも増加し、利用単価は減少したものの、売上高は前年同期比増収となりま

した。 

 婚礼部門は、チャペル改装期間中の利用減に加え、大型の披露宴を中心に婚礼件数・利用人員ともに

減少となったことから、前年同期比減収となりました。 

 宴会部門は、販売スタッフの増強など積極的な売上拡大施策により、年度後半から利用人員が増加

し、前年同期比増収となりました。 

(金額単位：百万円、人員：千名）

売上高 前年同期比 増減率 利用人員 前年同期比 増減率
利用単価
（円）

前年同期比 増減率

日帰り・休憩部門 2,023 △53 △2.6% 1,276 1 0.1% 1,583 △47 △2.9%

宿泊部門 2,824 54 2.0% 298 0 0.1% 9,466 171 1.8%

 （客室稼働率） ( 82.6%) (0.9%) －

その他（消去含む） 2,010 △19 △0.9% － － － － － －

合計 6,857 △18 △0.3% 1,575 2 0.1% 4,282 △23 △0.5%

 ※利用単価は単純合算をベースに算出しています

(金額単位：百万円、人員：千名、件数：件）

売上高
前年同期
比

増減率 利用人員 前年同期比 増減率
利用単価
（円）

前年同期
比

増減率

宿泊部門 2,066 31 1.5% 114 6 6.5% 18,091 △881 △4.6%

 （客室稼働率） ( 66.5%) (  4.7%) －

婚礼部門
1,412 △85 △5.7%

49 △2 △5.4%
28,339 △91 △0.3%

 （婚礼件数） (   715) (  △6) （△0.8%)

宴会部門 986 17 1.7% 81 2 3.3% 12,068 △182 △1.4%

レストラン部門 1,933 △106 △5.2% 353 △8 △2.4% 5,470 △164 △2.9%

その他（消去含む） 928 △12 △1.2% － － － － － －

合計 7,325 △155 △2.1% 601 △2 △0.3% 12,181 △197 △1.5%

 ※利用単価は単純合算をベースに算出しています



レストラン部門は全般に堅調に推移しましたが、不採算であった中国料理レストラン「養源斎」を平

成17年6月に閉店し、女性に人気の高いスパ・トリートメント・エリアに業態変更した影響（利用人員

18千人減、売上高166百万円減）により、レストラン部門全体では前年同期比減収となりました。 

 以上の結果、ラグジュアリーホテル事業全体での売上高は前年同期比155百万円の減収となり、営業

利益は広告宣伝費活動の強化による費用増（142百万円）などから16百万円と前年同期比338百万円（△

95.3％）の減益となりました。 

 

ホスピタリティ周辺事業 

（カメリアヒルズカントリークラブ、不動産関連事業、ホスピタリティ周辺事業付帯部門および藤田グ

リーン・サービス株式会社、株式会社フェアトン、藤田観光工営株式会社、能登興業開発株式会社（能

登カントリークラブ）、藤田リゾート開発株式会社、株式会社ビジュアライフ） 

 
新規連結会社（株式会社ビジュアライフ）の増加による増収283百万円がありましたが、平成16年12

月に売却した藤田観光虎ノ門ビルの賃貸料収入の減少など不動産事業の減収により、事業全体での売上

高は前年同期比882百万円の減収、営業利益は137百万円と前年同期比595百万円（△81.3％）の減益と

なりました。 

 

リージョナルホテル事業 

（リージョナルホテル事業付帯部門および藤田ホテルマネジメント株式会社（京都国際ホテル、ホテル

フジタ京都、ホテルフジタ奈良）、伊東リゾートサービス株式会社（伊東小涌園）、鳥羽リゾートサー

ビス株式会社（ホテル鳥羽小涌園）、島原温泉観光株式会社（島原観光ホテル小涌園）） 

 
藤田ホテルマネジメント株式会社については、京都国際ホテル、ホテルフジタ奈良が減収となったも

のの、ホテルフジタ京都が増収であったことから全体では前年同期比増収となりました。また、伊東・

鳥羽・島原の小涌園も合計で前年同期比増収となった結果、リージョナルホテル事業全体では前年同期

比54百万円の増収となりましたが、前期は京都国際ホテルの不動産売却に伴う売却益と減価償却費相当

分が相殺され、当期以降は地代家賃が費用計上されるため、営業利益は355百万円と前年同期比255百万

円(△41.8％）の減益となりました。 

 

その他事業 

 顧客センター等その他事業の売上高は前年同期比3百万円（0.8％）増収の495百万円となりました

が、営業利益は前年同期比13百万円（△20.8％）減益の51百万円となりました。 

(金額単位：百万円）

売上高  前年同期比 増減率

不動産事業 788 △913 △53.6%

藤田グリーン・サービス 2,248 △175 △7.2%

フェアトン 5,363 78 1.4%

その他（消去含む） 3,655 129 3.6%

売上高計 12,056 △882 △6.8%

(金額単位：百万円）

売上高 前年同期比 増減率

藤田ホテルマネジメント 3,912 43 1.1%

その他（消去含む） 1,955 12 0.6%

売上高計 5,867 54 0.9%



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は2,673百万円と前年同期と比べ388百万円の減少となり

ました。 

 フリーキャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロ

ー）における5,954百万円（前年同期は15,042百万円）のキャッシュ・インを5,788百万円の借入金返済

等に充当いたしました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前当期純損失が9,594百万円と前年同期と比べ12,023百万円の減少となったものの、

12,318百万円の減損損失が主な要因であるため、営業活動によるキャッシュ・フローは4,828百万円の

キャッシュ・インと前年同期と比べ477百万円の減少となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローについては、営業施設の設備投資等に2,339百万円の支出があった

ものの、東京都千代田区富士見の土地等の固定資産の売却による収入2,637百万円や、投資有価証券と

して保有していた日本資源㈱株式の会社清算による収入が791百万円あったことにより、1,125百万円の

キャッシュ・インとなりました。前年同期比では8,610百万円減少しておりますが、これは前期に虎ノ

門ビルの売却等による有形および無形固定資産の売却による収入が10,958百万円あったことによるもの

です。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、5,788百万円の借入金返済や配当金の支払い584百万円などによ

り、6,393百万円（前年同期は15,896百万円）のキャッシュ・アウトとなりました。 

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注状況 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当社グループは、婚礼・宴会事業、ワシントンホテル事業を主な内容とし、更に各事業に関連する運

輸およびサービス等の事業活動を展開しています。 

当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引を含んでおります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ブライダル＆バンケット事業 12,550 △2.5

ワシントンホテル事業 27,732 △3.9

レジャー事業 6,857 △0.3

ラグジュアリーホテル事業 7,325 △2.1

ホスピタリティ周辺事業 12,056 △6.8

リージョナルホテル事業 5,867 0.9

その他事業 495 0.8

内部消去等 △4,027

合計 68,858 △3.9



３ 【対処すべき課題】 

(1)「事業改革」～中期経営計画 

当社グループは、事業構造と財務体質の健全化をはかるため、「事業改革」に平成16年から着手してお

り、この達成が引き続き最重要課題であると認識しております。事業改革は、連結で経常利益60億円、 

ＲＯＡ6.0％、有利子負債400億円を目標とし、当初、平成18年までの３年間でこれを達成するものとして

おりました。 

基本方針は次のとおりです。 

・“選択と集中”で、経営資源を勝てる事業にシフトする 

 ＲＯＡを重視して資産、負債の圧縮を大幅に進める 

・成長が可能な分野へは、資金と人材を大胆につぎこみ、将来の収益拡大に向けた布石を打つ 

・現場での知恵を絞った運営改善により足元の利益構造を強化する 

・カンパニー制を導入して現場への権限委譲を進め、変化に素早く対応する 

・実力主義、選択型の人事処遇制度で従業員の力をフルに引き出す 

 「選択と集中」では、事業拡大を当社グループが勝てる事業である「婚礼・宴会事業」と「ワシントン

ホテル事業」に絞りこみ、両事業を市場、顧客ニーズに合致したコンセプトに見直したうえで、重点的に

経営資源を注入することによって、収益の拡大をはかってまいります。一方で、成長の見込めない事業に

ついては順次、整理を進めることで、より収益性の高い事業構造へと変革し、ホスピタリティ産業のなか

で、個性と特色をしっかりと持った企業グループとして、ホテル・婚礼・宴会事業において、トップクラ

スとなることを目指します。 

 次に「資産・負債の圧縮」では、売却可能な遊休資産の全てを売却するとともに、事業用資産について

も、事業の成長性と収益性の観点から個々の資産の保有意義を見直したうえで、売却を推進することによ

り資産を大幅に圧縮し、その資産売却による資金を借入金の返済に優先的に充当することで、有利子負債

についても大幅に圧縮いたします。 

 さらに、「事業改革」を迅速かつ確実に実行するために、組織改革として、平成16年４月より、カンパ

ニー制を導入しており、また、人事制度改革として、一層の実力主義を明確にした従業員の処遇制度と育

成プログラムの整備をはかることで、サービス品質向上と顧客満足度向上を着実に進めてまいります。 

  

(2)「事業改革」の進捗 

「事業改革」の２年目である平成17年は、売上高720億円、経常利益45億円、有利子負債圧縮額74億円

（平成17年期末残高490億円）を数値目標とし、「スピード」と「徹底」をキーワードに「事業改革の強

力な実行」を基本方針として、特に以下の４点をポイントとして進めてまいりました。 

    ① 事業競争力の強化 

    ② 全事業所の黒字化 

    ③ データ重視の経営・マネジメント 

    ④ ＣＳＲ（企業の社会的責任）の強化 



当連結会計年度の業績につきましては、売上高688億円、経常利益26億円、有利子負債の期末残高506億

円という結果となっており、数値目標からは乖離したものとなりましたが、「選択と集中」を行い、「資

産・負債を圧縮」して経営を効率化することを主眼としている基本方針につきましては、見直しの必要は

ないと考えております。また、平成17年下期からは、椿山荘での婚礼件数や単価、ワシントンホテルでの

客室稼働率など、確かな回復傾向を示している部門もあることから、平成18年度につきましては、むしろ

売上拡大を含めた諸施設の効果の発現をスピードアップすることが肝要と考えております。 

 平成19年度を初年度とする次期の中期経営計画を平成18年中に策定いたしますが、「事業改革」の精神

を更に徹底させつつ、特に「椿山荘」、「フォーシーズンズホテル椿山荘 東京」一体での東京・目白地

区の再活性化やワシントンホテルの新規展開などを重点に、確固たる成長戦略を描く所存です。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある

と考えられる主な事項を下記のとおり記載いたします。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可

能性を認識した上で、発生の回避並びに発生した場合はその対応に最大限の努力をする所存であります。

下記事項には、将来に関するものが含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日(平成18年

３月30日)現在において判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限定されるものではありませ

ん。 

１ 賃借した不動産の継続利用もしくは中途解約 

ワシントンホテル等ホテル事業においては、ホテル不動産を長期に賃借しているものがあり、不動産の

所有者が破綻等の状態に陥り、継続利用が困難となった場合には業績に悪影響が生じる可能性がありま

す。また、長期賃貸借契約の途中で、何らかの事情に基づき当社グループの意図により契約を中途解約す

ることがあった場合、残存期間につき、賃料の支払もしくは補填の義務が生じる可能性があります。 

２ 減損損失の追加計上 

当社グループは、当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用しておりますが、

今後、一定規模を上回る不動産価額の下落や事業収支の悪化が発生した場合、有形固定資産（616億円）

等の一部について更なる減損損失が発生する可能性があります。 

３ 株価の変動 

当社グループは、取引先や関連会社を中心に市場性のある株式を保有しており、株価変動のリスクを負

っております。当連結会計年度末で市場価格により評価すると含み益となっておりますが、株価の動向次

第で業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

４ 円金利の変動 

当連結会計年度末における借入金のうち、205億円は変動金利による借入となっており、今後国内景気

の回復により円金利が上昇すると、金利負担の増大を招く可能性があります。 

５ 地震その他の天災 

当社グループの設備に影響を及ぼす大地震、台風、異常な降雪等の災害が発生した場合は、営業の一時

停止等や建物の再建等の負担が生じる可能性があります。 

６ 食中毒等の事故 

安全衛生には十分注意を払っておりますが、万が一食中毒等が発生した場合は、お客様の信認を損ね、

また営業の一時停止等が生じる可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しております。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や状況に応じ合理的であると考

えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行っております。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①概要 

 当社グループの属する観光業界は、景気の回復感に後押しされ需要は伸びつつあるものの、新規参入

ホテルの増加やニーズの多様化などにより競争が激化していることから、依然として厳しい状況が続い

ております。 

 このような状況のなか、当連結会計年度の売上高は前年同期比2,771百万円減収（3.9％減）の68,858

百万円となり、損益面におきましても、「固定資産の減損に係る会計基準」を当連結会計年度より早期

適用し、減損損失12,318百万円を計上、その他にも販売用不動産評価損753百万円、固定資産除却損500

百万円など、特別損失で14,690百万円を計上した結果、税金差引後の当期純損失7,600百万円を計上す

ることとなりました。 

 なお、事業セグメント別の営業概況は、「１ [業績等の概要] (1)業績」に記載しております。 

 

②売上高 

 売上高は、68,858百万円(前連結会計年度71,629百万円)となり、2,771百万円減収となりました。主

な要因としては、前連結会計年度に売却した虎ノ門ビルの賃貸料収入の減少や不採算であったレストラ

ンの撤退・閉店・営業形態見直しを行ったことによるものです。 

 

③売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、62,442百万円(前連結会計年度63,427百万円)となり、984百万円減少しました。主な要

因としては、売上減に伴う材料費の減少や虎ノ門ビル売却による地代家賃の減少、「固定資産の減損に

係る会計基準」の早期適用によるリース料の減少によるものです。 

 販売費及び一般管理費は、3,327百万円(前連結会計年度3,380百万円)となり、52百万円減少しまし

た。主な要因としては、外形標準課税制度導入による事業税の増加139百万円があったものの、退職等

により人件費が193百万円減少したことによるものです。 



④その他の収益及びその他の費用 

 その他の収益(営業外収益と特別利益の合計)は、3,014百万円(前連結会計年度1,295百万円)となり、

1,719百万円増加しました。また、その他の費用(営業外費用と特別損失の合計)は、15,697百万円(前連

結会計年度3,688百万円)となり、13,606百万円増加しました。 

 その他の収益の増加は、主に固定資産(東京都千代田区富士見の土地等)の売却によるもので、その他

の費用の増加は、主に「固定資産の減損に係る会計基準」の早期適用による減損損失の計上によるもの

です。 

⑤法人税等 

 法人税等は、△2,000百万円(前連結会計年度1,022百万円)となり、3,023百万円減少となりました。 

  

⑥財政状態の分析 

(流動資産) 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、14,532百万円(前連結会計年度末15,693百万円)

となり、1,161百万円減少しました。非連結子会社の貸付金に対する貸倒引当金の増加(資産ベースでは

減少)や、たな卸資産(前年同期比766百万円減少)において販売用不動産商品(車山、富士ヶ嶺、鳥羽）

の評価損を753百万円計上したことなどが、主な減少の要因となっております。 

   

(固定資産) 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、99,599百万円(前連結会計年度末105,997百万円)とな

り、6,398百万円減少しました。有形固定資産(前年同期比14,592百万円減少)の減損損失11,973百万円

の計上、売却・除却1,730百万円があったことなどが主な減少の要因となりました。また、投資有価証

券は市場価格の上昇により評価差額として11,174百万円計上し、増加となりました。 

  

(流動負債) 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、35,842百万円(前連結会計年度末40,353百万円)とな

り、4,511百万円減少しました。これは東京都千代田区富士見の土地等の固定資産売却を始め、遊休資

産の売却などによる短期借入金(前年同期比2,650百万円減少)および、一年以内に返済期限の到来する

長期借入金(前年同期比1,847百万円減少)の減少が主な要因となっております。 

  

(固定負債) 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、50,445百万円(前連結会計年度末51,999百万円)とな

り、1,553百万円減少しました。流動負債と同様、長期借入金(前年同期比1,291百万円減少)が主な減少

の要因となっております。 

  

(資本) 

 当連結会計年度末における資本の残高は、27,541百万円(前連結会計年度末29,148百万円)となり、

1,606百万円減少しました。当期純損失の計上等により利益剰余金が8,218百万円減少したこと、また、

その他有価証券評価差額金が6,632百万円増加したことが、主な要因となっております。 

  



(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 ①キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末の3,061百万円から388百万円減

少し、2,673百万円となりました。各活動区分別の状況は以下のとおりであります。 

 営業キャッシュ・フローでは、前連結会計年度より477百万円少ない4,828百万円となりました。前連

結会計年度は、税金等調整前当期純利益の計上2,428百万円に加え、減価償却費3,503百万円などの非資

金的支出の調整があり、ゴルフ場預り保証金返金や売却した虎ノ門ビル賃貸保証金返金等があったもの

の、5,305百万円となりました。一方、当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失が9,594百万円計上

となり、減損損失12,318百万円や減価償却費3,373百万円などの非資金的支出の調整があったものの、

4,828百万円にとどまりました。 

 投資キャッシュ・フローでは、前連結会計年度より8,610百万円少ない1,125百万円となりました。前

連結会計年度は、営業施設の設備投資等に1,679百万円の支出があったものの、京都国際ホテルおよび

虎ノ門ビルの売却等固定資産の売却による収入があり、9,736百万円となりました。一方、当連結会計

年度は、営業施設の設備投資等に2,339百万円の支出があり、東京都千代田富士見の土地等の固定資産

の売却による収入2,637百万円や投資有価証券として保有していた日本資源㈱株式の会社清算による収

入791百万円があったものの、1,125百万円にとどまりました。 

 財務キャッシュ・フローでは、前連結会計年度より9,502百万円少ない6,393百万円のキャッシュを使

用しました。前連結会計年度は、有利子負債の返済14,481百万円、自己株式の取得1,060百万円、配当

金の支払357百万円などにより15,896百万円の支出となりました。一方、当連結会計年度は、有利子負

債の返済5,788百万円、配当金の支払584百万円などにより6,393百万円の支出となりました。 

 

②資金調達と流動性 

 当社グループは、事業活動のための資金確保、流動性の維持ならびに健全な財政状態を常に目指し、

安定的な営業キャッシュ・フローの確保に努めております。その施策の一つとして、キャッシュマネー

ジメントシステムの導入によるグループ各社の余剰資金の一元管理を行い、資金効率の向上を図ってお

ります。また、複数の金融機関と総額で50億円のコミットメントライン契約を締結することにより、資

金調達リスクに対する補完措置がなされております。 

 当連結会計年度末の有利子負債残高は、50,646百万円であり、短期借入金の残高は17,885百万円、長

期借入金(１年以内に返済期限の到来する長期借入金を含む)の残高は32,761百万円であります。 



  

(4) 戦略的現状と見通し 

 当社グループといたしましては、国内景気は年内に「いざなぎ景気」を超えるのではないかと期待で

きるほど景気拡大局面が持続し、個人消費も増加傾向にありますが、観光業界の事業環境は、新規参入

ホテルの増加やニーズの多様化など、引き続き競争が激化していくものと予想しております。 

 このような状況のなか、平成18年度の業績につきましては、以下の３点を主たる要因として、対前年

比で中間期、通期ともに増収・増益を見込むものであります。 

ア．既存施設の主たる要因として、ブライダル＆バンケット事業においては「椿山荘」での婚礼、宴会

部門の業績向上、ワシントンホテル事業においては客室稼働率の上昇および不採算店舗の採算改

善、レジャー事業においては平成13年１月開業の「箱根小涌園ユネッサン」の開業費償却の終了、

ラグジュアリーホテル事業においては「フォーシーズンズホテル椿山荘 東京」での宿泊単価、客

室稼働率の上昇および平成17年11月に拡充、開業したスパ・トリートメント・エリアの業績寄与 

イ．新規開業として、ゲストハウス型結婚式場「コンヴィヴィオン」(平成18年１月開業)、「札幌第１

ワシントンホテル」(建替施設、平成18年８月営業再開予定)、「銀座ワシントンホテル」(平成18

年10月開業予定) 

ウ．資産売却として、「ホテルフジタ京都」(平成18年１月、詳細は第５ 経理の状況 １ 連結財務諸

表等 注記事項 (重要な後発事象)に記載のとおりであります)、「成田エアポートワシントンホテ

ル」(平成18年３月予定。売却額15億円、売却益６億円。営業はフランチャイズ形式で継続(注)) 

 なお、平成18年５月には現在、東京都港区海岸にあります本社を東京都文京区関口の「椿山荘」およ

び「フォーシーズンズホテル椿山荘 東京」と同一敷地内に移転し、コスト削減をはかるとともに現場

との意思疎通を密にし、より効率的、効果的な事業運営を行ってまいります。 

 (注)「成田エアポートワシントンホテル」をはじめ８箇所のワシントンホテルを統括しておりました藤田観光ワシントンホテル
株式会社は、平成18年６月に解散して、傘下の７社(「仙台」、「宇都宮」、「長崎」、「新潟」、「秋田」、「沖縄」、「福
井」の各ワシントンホテルサービス株式会社)にそれぞれ業務を移管し、直接の子会社とするとともに独立採算を徹底し、収益の
拡大に努めます。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、ラグジュアリーホテル事業の「フォーシーズンズホテル椿山荘

東京」のスパ・トリートメント・エリア改装工事等2,240百万円の投資を実施いたしました。一方、1,188

百万円の土地・建物等の売却を実施いたしました。 

なお、事業の種類別セグメントの設備投資の内訳は次のとおりであります。 

  

  

 
  

当連結会計年度 前年同期比

ブライダル＆バンケット事業 545百万円 82.3％

ワシントンホテル事業 403  〃 38.0〃

レジャー事業 464  〃 △3.7〃

ラグジュアリーホテル事業 550  〃 633.3〃

ホスピタリティ周辺事業 89  〃 △27.0〃

リージョナルホテル事業 171  〃 △28.8〃

その他事業 7  〃 75.0〃

計 2,233 〃 47.2〃

消去又は全社 7 〃 △86.5〃

合計 2,240 〃 42.7〃



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成17年12月31日現在 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)

建物
及び構築物

工具・
器具・備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

椿山荘
(東京都文京区)

ブライダル 
＆バンケッ 
ト事業

   レストラン５店舗 
   宴会場16室 
   大宴会場１室 
   離れ家５室 
   料亭10室

7,232 201
49
(49)

159 7,643
138
[413]

太閤園
(大阪府大阪市
都島区)

ブライダル 
＆バンケッ 
ト事業

   レストラン５店舗 
   迎賓館９室 
   別館２室 
   淀川邸16室

1,607 115
1,360
(22)

15 3,098
82
[149]

新宿ワシントン
ホテル
(東京都新宿区)

ワシントン 
ホテル事業

新宿ワシントンホテル本館：
   客室1,296室 
   レストラン５店舗 
みずほ信託銀行㈱他１名より
賃借し営業をおこなっており
ます。 
新宿ワシントンホテル新館： 
   客室337室 
   (内経営受託分337室) 
   レストラン１店舗 
   会議室９室 
㈱日進産業他１名よりレスト
ラン、会議室を賃借し、営業
をおこなっております。

387 420 - 13 821
82
[176]

横浜ワシントン
ホテル
(神奈川県横浜市
中区)

ワシントン 
ホテル事業

横浜伊勢佐木町ワシントンホ
テル： 
   客室399室 
   (内経営受託分210室) 
   レストラン１店舗 
丸八殖産㈱他１名より賃借
し、営業をおこなっておりま
す。 
横浜桜木町ワシントンホテ
ル： 
   客室553室 
   レストラン１店舗 
   会議室３室      
オリックス不動産投資法人よ
り賃借し営業をおこなってお
ります。

105 44 - 4 154
29
[95]

キャナルシティ・
福岡ワシントン
ホテル
(福岡県福岡市
博多区)

ワシントン 
ホテル事業

   客室432室 
   レストラン１店舗 
住友信託銀行㈱より賃借し、
営業をおこなっております。

106 45 - 1 153
13
[53]

東京ベイ有明
ワシントンホテル
(東京都江東区)

ワシントン 
ホテル事業

   客室830室 
   レストラン２店舗 
   宴会場１室 
   会議場５室 
㈱東京ビッグサイトより賃借
し営業をおこなっておりま
す。

158 19 - 0 178
57
[118]

箱根小涌園
(神奈川県足柄下郡
箱根町)

レジャー 
事業

ユネッサン： 
   ユネッサン 
    (死海風呂他) 
   湯ーとぴあ 
    (温泉プール他) 
   森の湯 
    (露天風呂他) 
   ミーオモール 
    (ショッピング＆ 
     レストラン) 
   貴賓館・迎賓館 
箱根ホテル小涌園： 
   客室220室 
   レストラン７店舗 
   会議場７室 
   宴会場４室 
ニューペガサスイン： 
   客室61室 
   レストラン１店舗 
Ｂ＆Ｂパンシオン： 
   客室250室

11,981 268
720

(2,645)
214 13,185

103
[200]



 
  

(2) 国内子会社 
平成17年12月31日現在 

   

事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)

建物
及び構築物

工具・
器具・備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

フォーシーズンズ
ホテル椿山荘東京
(東京都文京区)

ラグジュア 
リーホテル 
事業

   客室283室 
   レストラン５店舗 
   宴会場12室 
   会議場(アンフィシ 
       アター)１室 
   スパ・スポーツ施設

13,237 474 - 57 13,770
112
[327]

不動産センター
(東京都港区)

ホスピタリ 
ティ周辺 
事業

箱根ヴェルデ西館リバティ
その他の設備 
(賃借建物 藤田観光ビル、
竹芝共同ビル)

1,556 54
4,807
(10,004)

75 6,492
6
[1]

カメリアヒルズ
カントリークラブ
(千葉県袖ヶ浦市)

ホスピタリ 
ティ周辺 
事業

   18ホール 
   6,703ヤード 
   クラブハウス

2,563 27
3,860
(585)

28 6,479
11
[83]

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)

建物
及び構築物

工具・
器具・備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

藤田観光 
ワシント 
ンホテル 
㈱

福井ワシントン
ホテル 
(福井県 
福井市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室355室 
 レストラン３店舗 
 宴会場５室 
第一生命保険(相)他２
名より賃借し、営業を
おこなっております。

52 22 - 4 79
21
[53]

仙台ワシントン
ホテル 
(宮城県 
仙台市青葉区)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室340室 
 レストラン２店舗 
 宴会場３室 
住友生命保険(相)より
賃借し、営業をおこな
っております。

36 15
-

0 52
23
[54]

宇都宮ワシント
ンホテル 
(栃木県 
宇都宮市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室173室 
 レストラン１店舗 
 宴会場１室 
㈱下野ビルより賃借
し、営業をおこなって
おります。

96 5 - 0 102
12
[19]

長崎ワシントン
ホテル 
(長崎県 
長崎市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室300室 
 レストラン２店舗 
 宴会場３室 
玉屋不動産㈱より賃借
し、営業をおこなって
おります。

24 21 - 2 48
8
[34]

新潟ワシントン
ホテル 
(新潟県 
新潟市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室303室 
 レストラン１店舗 
 宴会場５室 
明治安田生命保険(相)
より賃借し、営業をお
こなっております。

50 26 - 7 83
16
[45]

成田エアポート
ワシントンホテ
ル
(千葉県
成田市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室299室 
 レストラン１店舗 
 宴会場７室

509 26
283
(7)

4 823
14
[38]

秋田ワシントン
ホテル 
(秋田県 
秋田市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室391室 
 (内経営受託分 
  109室) 
 レストラン１店舗 
 東京建物不動産販売
㈱他１名より賃借し、
営業をおこなっており
ます。

- - - - -
15
[40]

沖縄ワシントン
ホテル 
(沖縄県 
那覇市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室263室 
 (内経営受託分 
141室) 
 レストラン１店舗 
㈲ティエムオーより賃
借し、営業をおこなっ
ております。

7 19 - 5 32
11
[33]

777 136
283
(7)

25 1,222
120
[316]



 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ カメリアヒルズカントリークラブの土地の中にはコース勘定 2,450百万円、能登興業開発㈱の土地の中には

コース勘定 691百万円を含んでおります。 

３ 上記の他、主なリース資産としてホテル事業で使用しているホテル用備品等があります。 

４ 臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物

及び構築物
工具・
器具・備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

藤田観光
ワシント
ンホテル
旭川㈱

藤田観光ワシン
トンホテル旭川 
(北海道 
旭川市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室260室 
 (内経営受託分87室) 
 レストラン２店舗 
 宴会場４室 
㈱金市館より賃借し、
営業をおこなっており
ます。

2 17 - 4 24
11
[31]

関西エア
ポートワ
シントン
ホテル㈱

関西エアポート
ワシントンホテ
ル 
(大阪府 
泉佐野市)

ワシント 
ンホテル 
事業

客室504室 
 レストラン１店舗 
 宴会場９室 
中央三井信託銀行㈱他
１名より賃借し、営業
をおこなっておりま
す。

- - - - -
12
[61]

藤田グリ
ー ン・サ
ービス㈱

藤田グリーンサ
ービス 
(東京都港区)

ホスピタ 
リティ周 
辺事業

箱根他４事業所におい
て７つのウィスタリア
ンライフクラブを運営
受託し、箱根ではホテ
ルを親会社に賃貸して
おります。

1,684 26
19
(1)

0 1,732
50
[126]

能登興業
開発㈱

能登カントリー
クラブ 
(石川県羽咋郡
宝達志水町)

ホスピタ 
リティ周 
辺事業

３コース27ホール 
 10,552ヤード 
 クラブハウス

691 45
1,828

（1,278)
24 2,590

24
[65]

京都国際ホテル 

(京都府京都市

中京区)

リージョ 

ナルホテ 

ル事業

 客室274室 

 レストラン３店舗 

 宴会場15室 

(有)飯田橋プロパティ

ーズより賃借し、営業

をおこなっておりま

す。

0 12 - 0 13
49

[103]

藤田ホテ

ルマネジ

メント㈱

ホテルフジタ京

都 

(京都府京都市

中京区)

リージョ 

ナルホテ 

ル事業

 客室188室 

 レストラン(直営) 

 ６店舗 

 宴会場６室 

親会社より賃借し、営

業をおこなっておりま

す。

- - - - -
19

[71]

ホテルフジタ奈

良 

(奈良県奈良市)

リージョ 

ナルホテ 

ル事業

 客室117室 

住友生命保険(相)より

賃借し、営業をおこな

っております。

- - - - -
0

[19]

島原温泉
観光㈱

島原観光 
ホテル小涌園 
(長崎県 
島原市)

リージョ 
ナルホテ 
ル事業

客室81室 
 レストラン１店舗 
 宴会場６室

526 16
54
(10)

2 600
24
[37]



  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
  

(2) 重要な設備の除却等 

『第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1)連結財務諸表（２財務諸表等 (1)財務諸表)注記事項

(重要な後発事象)』に記載のとおり、ホテルフジタ京都の土地、建物の売却を平成18年１月におこなっ

ておりますが、その他に下記設備の売却を計画しております。 

事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月総額  

（百万円）

既支払額 

（百万円）

コンヴィヴィオン  

（東京都港区）

ブライダル＆ 

バンケット事業
宴会場2室 127 22

自己資金 

及び借入金
平成17年7月 平成18年1月

札幌第１ワシントンホ

テル（札幌市中央区）

ワシントン 

ホテル事業

客室440室    

レストラン1店舗
550 -

自己資金 

及び借入金
平成16年9月 平成18年7月

銀座ワシントンホテル 

（東京都中央区）

ワシントン 

ホテル事業

客室270室 

レストラン1店舗
515 42

自己資金 

及び借入金
平成17年1月 平成18年9月

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

期末帳簿価額

（百万円）
売却予定年月

藤田観光ワシントンホテル㈱

成田エアポート   

ワシントンホテル  

（千葉県成田市）

ワシントンホテル事業 土地・建物等の売却 823 平成18年3月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)による商法第289条第２項の規定に基づき、平成17

年３月30日開催の定時株主総会の決議および法定手続の完了を経て、平成17年５月６日に資本準備金5,340百万

円を減少し、その他資本剰余金に振り替えました。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 440,000,000

計 440,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 122,074,243 122,074,243

東京証券取引所
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部

完全議決権株式であり権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

計 122,074,243 122,074,243 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年５月６日 ― 122,074,243 ― 12,081 △5,340 3,020



(4) 【所有者別状況】 

平成17年12月31日現在 

 
(注) 自己株式5,582,548株は「個人その他」に5,582単元、「単元未満株式の状況」に548株含まれております。 

又、上記株式の状況の中には証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」に3単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

 
(注) １ 大株主は、平成17年12月31日現在の株主名簿によるものです。 

２ 株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 
３ 当社は、自己株式5,582千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

４ 当社は、株式会社みずほコーポレート銀行の持株会社である株式会社みずほフィナンシャルグループの株式

1千株（出資比率0.01％）を保有しております。 

５ 当社は、株式会社ＵＦＪ銀行の持株会社である株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの株式1千株

（出資比率0.02％）を保有しております。なお、株式会社ＵＦＪ銀行は、平成18年1月1日をもって株式会社

東京三菱銀行と合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行となっております。 

６ 当社は、中央三井信託銀行株式会社の持株会社である三井トラスト・ホールディングス株式会社の株式585

千株（出資比率0.07％）を保有しております。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 68 35 282 52 1 7,864 8,302 ―

所有株式数 
(単元)

― 35,779 842 56,537 8,584 1 19,621 121,364 710,243

所有株式数 
の割合(％)

― 29.48 0.69 46.59 7.07 0.00 16.17 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

同和鉱業㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目８番２号 31,833 26.07

森トラスト㈱ 東京都港区虎ノ門２丁目３番17号 15,091 12.36

㈱UFJ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21番24号 4,883 4.00

㈱みずほコーポレート銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

4,611 3.77

中央三井信託銀行㈱ 
(常任代理人 日本トラステ
ィ・サービス信託銀行㈱)

東京都港区芝３丁目33番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番11号)

3,578 2.93

明治安田生命保険(相) 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

3,008 2.46

みずほ信託銀行㈱ 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱)

東京都中央区八重洲１丁目２番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

2,834 2.32

日本生命保険(相) 大阪府大阪市中央区今橋３丁目５番12号 2,729 2.23

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社東京支店）

1585 Broadway, New York, 10036 U.S.
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号）

2,724 2.23

㈱静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番 2,530 2.07

計 ― 73,824 60.47



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

 
(注) １ 単元未満株式には、当社所有の自己株式548株が含まれております。 

２ 上記の中には証券保管振替機構名義の株式が「完全議決権株式(その他)」に３単元(議決権３個)含まれてお

ります。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

5,582,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

115,782,000
115,782 同上

単元未満株式
普通株式

710,243
― 同上

発行済株式総数 122,074,243 ― ―

総株主の議決権 ― 115,782 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

藤田観光㈱
東京都港区海岸 
１丁目９番15号

5,582,000 ― 5,582,000 4.57

計 ― 5,582,000 ― 5,582,000 4.57



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、利益配当にあたっては、株主の皆さまへの還元を十分に配慮し、今後の企業体質の一層の強化

と事業展開に活用する内部留保を勘案のうえ、業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。

 当期の配当につきましては、「固定資産の減損に係る会計基準」の早期適用等の要因もあり、誠に遺憾

ながら業績が損失計上に至り、無配とさせていただきました。今後は更なる業績の拡大に努め、配当水準

の安定と向上を目指し、継続的かつ積極的な利益還元を図ってまいります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

最高(円) 605 495 467 465 960

最低(円) 425 360 362 363 370

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 590 653 651 727 855 960

最低(円) 465 553 567 599 727 813



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役社長 
(代表取締役)

最高経営責任者 
(CEO) 

兼最高業務執行 
責任者(COO)

加 藤 曻 司 昭和19年４月11日生

昭和43年４月 ㈱日本興業銀行入社

21

平成５年12月 同和鉱業㈱出向、同社企画本部担

当部長

平成６年４月 同社金属・化成事業本部企画室長

平成７年６月 同社取締役、金属・化成事業本部

副本部長兼企画室長兼精密加工品

事業部長

平成10年４月 ㈱日本興業銀行退職

平成11年６月 同社常務取締役、プランニング＆

アドミニストレイションDiv.管掌

補佐、総務部・法務特許部・経理

部・ＢＰＲ推進部・資材部・環境

管理室担当

平成13年４月 同社常務取締役コーポレートスタ

ッフ管掌

平成14年３月 当社専務取締役兼財務担当執行役

員

平成15年３月 当社専務取締役

平成16年３月 当社取締役社長兼最高経営責任者

兼最高業務執行責任者(現)

取締役副社長 
(代表取締役)

森 本 昌 憲 昭和21年７月27日生

昭和44年４月 当社入社

14

平成６年４月 当社リゾート事業部企画室長

平成７年11月 当社業務改革プロジェクトグルー

プ長

平成９年３月 当社取締役業務改革プロジェクト

グループ長

平成10年８月 当社取締役リゾート事業部箱根小

涌園再開発開業準備室長

平成12年９月 当社取締役リゾート事業部箱根小

涌園総支配人

平成13年３月 当社常務取締役兼グループ事業戦

略担当執行役員

平成14年３月 当社常務取締役兼執行役員コーポ

レートセンター管掌

平成15年３月 当社取締役兼常務執行役員レジャ

ー事業部長

平成16年３月 当社専務取締役

平成18年３月 当社取締役副社長(現)

取締役副社長 

(代表取締役)
渡 辺 謙 一 昭和21年12月25日生

昭和47年４月 同和鉱業株式会社入社

10

平成７年６月 同社企画本部人事部長

平成11年６月 同社取締役、電子材料事業部・電

子材料研究所担当、エナジテック

事業部長

平成12年４月 同社取締役、エレクトロニクスマ

テリアルズカンパニー企画室担

当、エナジテック事業部長

平成12年６月 同社執行役員、エレクトロニクス

マテリアルズカンパニー企画室担

当、エナジテック事業部長

平成13年４月 同社執行役員・エコビジネス＆リ

サイクルカンパニープレジデント

平成14年６月 同社取締役兼上席執行役員、エコ

ビジネス＆リサイクルカンパニー

プレジデント

平成16年６月 同社代表取締役・ＣＯＯ、エコビ

ジネス＆リサイクルカンパニープ

レジデント

平成17年４月 同社代表取締役・ＣＯＯ

平成17年10月 同社代表取締役・関連会社構造改

革担当 

当社顧問

平成18年３月 当社取締役副社長(現) 

同和鉱業株式会社取締役(現)



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役兼 
常務執行役員

ワシントン 
ホテル 
カンパニー 
プレジデント

田 口 泰 一 昭和22年９月22日生

昭和45年４月 当社入社

9

平成10年４月 当社会員事業営業部長

平成11年３月 当社不動産・会員事業部副事業部

長兼会員営業センター長

平成12年３月 当社企画本部副本部長兼企画部長

平成13年３月 当社取締役兼事業開発戦略担当執

行役員

平成14年３月 当社取締役兼執行役員コーポレー

トセンター管掌

平成15年３月 当社取締役コーポレートセンター

担当

平成16年３月 当社常務取締役コーポレートセン

ター担当

平成17年３月 当社取締役兼常務執行役員ワシン

トンホテルカンパニープレジデン

ト(現)

取締役
コーポレート 
センター担当

牧 野 龍 裕 昭和31年１月２日生

昭和54年４月 当社入社

6

平成５年７月 当社不動産事業部企画室経営企画

課長

平成６年11月 当社不動産部販売課課長

平成８年７月 当社総務部総務課長

平成12年４月 当社総務部法務広報担当部長

平成13年４月 当社総務グループリーダー

平成15年３月 当社取締役コーポレートセンター

担当(現)

取締役
コーポレート 
センター担当

菊 永 福 芳 昭和26年３月８日生

昭和48年４月 株式会社三和銀行入行

2

平成８年10月 同社谷町支店長

平成10年11月 三和インターナショナルピーエル

シー取締役社長

平成14年４月 ＵＦＪソリューションコンサルテ

ィング株式会社取締役社長

平成14年８月 当社執行役員椿山荘・太閤園事業

部太閤園総支配人

平成16年３月 当社取締役コーポレートセンター

担当(現)

取締役
コーポレート 
センター担当

佐 野   正 昭和26年12月25日生

昭和49年４月 当社入社

2

平成７年４月 当社リゾート事業部箱根ホテル小

涌園営業支配人

平成11年７月 当社ワシントンホテル事業部成田

エアポートワシントンホテル総支

配人

平成13年９月 当社ワシントンホテル事業部関西

エアポートワシントンホテル総支

配人

平成15年７月 関西エアポートワシントンホテル

株式会社取締役社長兼関西エアポ

ートワシントンホテル総支配人

平成17年３月 当社取締役コーポレートセンター

担当(現)



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 

兼常務執行 

役員

ブライダル＆ 
ラグジュアリー
ホテル 
カンパニー 
プレジデント

鹿子島 隆良 昭和23年３月21日生

昭和47年４月 当社入社

1

平成７年７月 当社椿山荘店舗統括支配人

平成８年10月 当社キャナルシティ・福岡ワシン

トンホテル総支配人

平成11年７月 当社ホテルフジタ京都総支配人

平成12年７月 当社シティホテル事業部ホテルフ

ジタ総支配人

平成14年２月 藤田ホテルマネジメント株式会社

社長

平成16年３月 当社執行役員ブライダル＆バンケ

ットカンパニー太閤園総支配人

平成17年３月 当社執行役員ブライダル＆ラグジ

ュアリーホテルカンパニー太閤園

総支配人

平成18年３月 当社取締役兼常務執行役員ブライ

ダル＆ラグジュアリーホテルカン

パニープレジデント（現）

取締役 古 賀 義 人 昭和34年２月10日生

昭和56年４月 同和鉱業㈱入社

1

平成元年８月 DOWA INTERNATIONAL CORPORATION

出向、同社調査部長

平成６年７月 同和鉱業㈱環境事業本部環境事業

部次長

平成10年４月 同社企画本部企画部次長

平成14年４月 同社コーポレートスタッフ 企

画・広報部門部長(現)

平成15年３月 当社取締役(現)

常勤監査役 藤 田 基 彦 昭和21年８月９日生

昭和44年４月 当社入社

6

平成３年11月 当社リゾート事業部箱根事業所箱

根ホテル小涌園支配人

平成５年４月 当社ワシントンホテル事業部新宿

ワシントンホテル宿泊支配人

平成７年４月 当社椿山荘事業部フォーシーズン

ズホテル事業所販売支配人

平成11年９月 当社ワシントンホテル事業部秋葉

原ワシントンホテル総支配人

平成16年３月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 山 地   敏 昭和22年10月３日生

昭和45年４月 当社入社

3

平成５年７月 当社ワシントンホテル事業部新宿

ワシントンホテル総務支配人

平成９年４月 当社経理部長

平成11年５月 当社ワシントンホテル事業部東京

ベイ有明ワシントンホテル総支配

人

平成12年４月 当社椿山荘・太閤園事業部事業管

理室長

平成14年４月 株式会社東京ビーピーエス取締役

社長

平成16年３月 当社常勤監査役(現)

監査役 原 田 紀一郎 昭和16年８月21日生

昭和41年４月 同和鉱業株式会社入社

―

平成元年６月 同社管理本部経理部長

平成５年６月 小坂製錬株式会社常務取締役

平成７年６月 同和物産株式会社代表取締役専務

平成９年６月 同和工営株式会社常務取締役

平成12年６月 同和工営株式会社代表取締役社長

平成13年６月 同和鉱業株式会社常勤監査役(現)

平成15年３月 当社監査役(現)



 
(注) １ 取締役のうち古賀義人氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

２ 監査役のうち原田紀一郎氏および栗谷肇氏は、株式会社の監査役等に関する商法の特例に関する法律第18条

第１項に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、経営意思決定の迅速化・効率化のために、取締役会は戦略的な経営意思決定および業務執行監督

機関としての機能に重点をおくこととし、グループ全体戦略の責任と事業運営の責任とを明確にすることを

目的として、執行役員制度を導入しております。 

  執行役員は７名であり、上記の取締役兼務者２名を除く５名の氏名および主な担当業務は以下のとおりであ

ります。 

 
４ (※)平成18年３月30日付の組織再編に伴い、レジャーカンパニーからリゾートカンパニーに名称を変更して

おります。 

５ 当社は補欠監査役の選任制度を導入し、平成18年３月30日開催の定時株主総会において補欠監査役富川 宏

を選任しております。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

  

ア．経営上の意思決定、執行及び監査に係る会議体・機関 

当社グループは、株主をはじめとする全てのステークホルダーからの信頼をより高めていくため、コ

ーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題のひとつと位置付けております。 

当社グループは経営意思決定の迅速化・効率化のために、当社の取締役会は戦略的な経営意思決定お

よび業務執行監督機関としての機能に重点をおくこととし、グループ全体戦略の責任と事業運営の責任

とを明確に区分することを目的として、執行役員制度を導入しております。 

当社の取締役会は原則として毎月１回開催しており、法令で定められた事項および経営上重要な事項

についての決議を行ない、経営会議を原則として月２回以上開催して、取締役会の決議事項についての

事前審議および取締役会から委任された経営に関する事項についての審議・決定をおこなっておりま

す。 

事業運営に関してはプレジデント会議を毎月１回開催しており、プレジデントを務める執行役員やそ

の他の執行役員から業務執行に関する報告を受けています。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

監査役 栗 谷   肇 昭和20年４月24日生

昭和43年４月 三井信託銀行株式会社入社

―

平成３年１月 同社名古屋駅前支店長

平成５年５月 同社本店営業第四部長

平成７年６月 同社神戸支店長

平成９年６月 同社監査役

平成12年４月 中央三井信託銀行株式会社監査役

平成12年６月 三信クリエイト株式会社（現、中央

三井クリエイト株式会社）取締役社

長(現)

平成18年３月 当社監査役(現)

計 75

執行役員 (※)リゾートカンパニープレジデント 戸田 八郎

執行役員 ワシントンホテルカンパニー企画室長 中曽根一夫

執行役員 新宿ワシントンホテル総支配人 都築 輝巳

執行役員 椿山荘総支配人 須藤 文昭

執行役員 東京ベイ有明ワシントンホテル総支配人 本村  哲



なお、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に対応できる経営体制を構築するため、平成15

年３月、取締役の任期を就任後２年以内から１年以内に変更いたしました。当社の取締役は平成18年３

月現在９名で、うち、１名が社外取締役です。執行役員は７名で、うち、２名が取締役を兼務しており

ます。 

また当社は監査役制度を採用しており、平成18年３月現在の監査役総数は４名で、うち、２名が社外

監査役であります。各監査役は取締役会および経営会議に出席するとともに、取締役の業務執行に関す

る監査を実施し、原則として毎月１回開催する監査役会に報告して監査の実効性と効率化をはかってお

ります。 

  

 
イ．情報開示 

当社グループは、決算説明会の開催、ホームページによる情報公開、株主総会後の株主懇談会の開催

など、今後とも透明性の高い企業活動の実現に努めてまいります。平成17年３月に情報開示委員会を設

け、月１回の定例会および臨時開催の委員会において開示すべき情報はないかの検討を行い、開示が必

要とされた情報については、随時、開示を行っております。 

ウ．ＣＳＲ 

当社グループは、「倫理規定」を制定しており、経営理念に示されている当社の使命、価値観の具体

化とともに、構成員ひとり一人の心がけるべき行動あるいは心構えを明示し、当社の遵法および社会に

開かれた公正で透明性のある企業を目指すという目的達成のための基準を示しております。また、必要

に応じて顧問弁護士や監査法人から意見を聞くとともに、平成17年３月に設立した「ＣＳＲ推進室」が

中心となり、ＣＳＲの根幹となる①コンプライアンスの浸透・徹底、②リスクマネジメントとりわけ安

全衛生の徹底の２分野に注力して取り組んでおります。さらに、内部統制体制の強化・推進のため、情

報開示の知識向上とチェック体制の構築・推進を行うほか、遵法意識の浸透のため役員・全社員への教

育研修を実施し、一層の事務システムの強化をはかってまいります。 

  

(2) 役員報酬および監査報酬 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬

は次のとおりであります。 

  

 
(注) 取締役に支払った報酬額には、当期中の退任取締役１名に対する報酬・退職慰労金を含んでおります。 

  

社外取締役及び社外監査役の当社との関係

地位 氏名 他社での兼任状況 当社との関係

取締役 古賀 義人
同和鉱業株式会社コーポレートスタッフ

同和鉱業株式会社は、議決権比率
28.4％（間接所有割合0.9％含む）
を有するその他の関係会社です。

企画・広報部門部長

監査役 原田紀一郎 同和鉱業株式会社常勤監査役

監査役 栗谷 肇 中央三井クリエイト株式会社取締役社長 ―

役員報酬 監査報酬

 取締役に支払った報酬 121百万円

公認会計士法（昭和23
年法律第103号）第２条
第１項に規定する業務
に基づく報酬

32百万円

 監査役に支払った報酬 35 〃  その他 ― 〃

      計 156 〃      計 32 〃



(3）業務を執行した公認会計士 

 
 監査業務にかかわる補助者の構成は次のとおりであります。 

  公認会計士16名、会計士補11名、その他監査従事者３名 合計30名 

中央青山監査法人

氏名等

 指定社員
公認会計士 片 山 英 木

 業務執行社員

 指定社員
公認会計士 平 野 洋

 業務執行社員

 指定社員
公認会計士 長 島 拓 也

 業務執行社員



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)

附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月

31日まで)及び前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

１月１日から平成17年12月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 3,061 2,673

２ 受取手形及び売掛金 4,081 4,112

３ 有価証券 9 ―

４ たな卸資産 ※２ 3,658 2,892

５ 繰延税金資産 1,565 1,982

６ その他 4,412 4,772

貸倒引当金 △1,096 △1,901

流動資産合計 15,693 12.9 14,532 12.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※２

(1) 建物及び構築物 96,175 94,718

減価償却累計額 48,174 48,000 49,339 45,378

(2) 工具・器具・備品 12,713 12,586

減価償却累計額 10,591 2,122 10,420 2,165

(3) 土地 21,430 10,170

(4) コース勘定 3,106 3,106

(5) 建設仮勘定 36 61

(6) その他 5,671 4,804

減価償却累計額 4,151 1,520 4,064 740

有形固定資産合計 76,215 62.5 61,623 54.0

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 245 237

(2) ソフトウェア仮勘定 53 2

(3) 鉱泉利用権 12 ―

(4) その他 151 159

無形固定資産合計 463 0.4 400 0.4

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券
※1、
2

16,707 27,800

(2) 長期貸付金 333 332

(3) 差入保証金 8,451 8,461

(4) 繰延税金資産 3,479 870

(5) その他 346 111

貸倒引当金 △0 △1

投資その他の資産合計 29,317 24.1 37,575 32.9

固定資産合計 105,997 87.0 99,599 87.3

Ⅲ 繰延資産

１ 開発費 131 3

繰延資産合計 131 0.1 3 0.0

資産合計 121,823 100.0 114,135 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 1,955 1,888

２ 短期借入金 ※２ 20,535 17,885

３ 一年以内に返済期限 
  の到来する長期借入金

※２ 10,116 8,269

４ 未払法人税等 157 359

５ 未払消費税等 553 156

６ 賞与引当金 158 135

７ その他 6,877 7,147

流動負債合計 40,353 33.1 35,842 31.4

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 25,783 24,492

２ 繰延税金負債 0 ―

３ 退職給付引当金 6,683 6,644

４ 役員退職引当金 222 256

５ 会員預り保証金 17,557 17,262

６ 連結調整勘定 1 22

７ その他 1,749 1,768

固定負債合計 51,999 42.7 50,445 44.2

負債合計 92,352 75.8 86,288 75.6

(少数株主持分)

少数株主持分 321 0.3 305 0.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 12,081 9.9 12,081 10.6

Ⅱ 資本剰余金 11,560 9.5 11,560 10.1

Ⅲ 利益剰余金 5,371 4.4 △2,847 △2.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,396 2.0 9,029 7.9

Ⅴ 自己株式 ※４ △2,261 △1.9 △2,282 △2.0

資本合計 29,148 23.9 27,541 24.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計

121,823 100.0 114,135 100.0



② 【連結損益計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 71,629 100.0 68,858 100.0

Ⅱ 売上原価 63,427 88.5 62,442 90.7

売上総利益 8,202 11.5 6,415 9.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,380 4.7 3,327 4.8

営業利益 4,822 6.8 3,088 4.5

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 0 0

２ 受取配当金 142 186

３ 持分法による投資利益 ― 10

４ その他 444 587 0.8 326 524 0.8

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 941 751

２ 持分法による投資損失 81 ―

３ その他 302 1,326 1.9 255 1,007 1.5

経常利益 4,083 5.7 2,604 3.8

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※２ 574 1,459

２ 投資有価証券清算益 ― 721

３ 厚生年金基金残余財産 
  分配益

― 163

４ ホテル賃料精算益 ― 114

５ 投資有価証券売却益 121 ―

６ 貸倒引当金戻入益 0 ―

７ その他 11 707 1.0 31 2,490 3.6

Ⅶ 特別損失

１ 減損損失 ※３ ― 12,318

２ 貸倒引当金繰入額 ― 827

３ 販売用不動産評価損 382 753

４ 固定資産除却損 ※４ 636 500

５ 投資有価証券評価損 924 19

６ 電波障害管理移管金 ※５ 128 ―

７ 特別退職金 17 ―

８ その他 272 2,362 3.3 270 14,690 21.3

税金等調整前当期純利益 
又は税金等調整前当期純
損失(△)

2,428 3.4 △9,594 △13.9

法人税、住民税及び 
事業税

277 352

法人税等調整額 744 1,022 1.4 △2,353 △2,000 △2.9

少数株主利益又は 
少数株主損失(△)

△15 △0.0 6 0.0

当期純利益又は 
当期純損失(△)

1,421 2.0 △7,600 △11.0



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 11,560 11,560

Ⅱ 資本剰余金期末残高 11,560 11,560

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 4,332 5,371

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 1,421 ―

 ２ 連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金増加高

― 1,421 8 8

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 当期純損失 ― 7,600

 ２ 配当金 357 582

 ３ 取締役賞与金 25 383 44 8,227

Ⅳ 利益剰余金期末残高 5,371 △2,847



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益又は税金等調整
前当期純損失(△)

2,428 △9,594

 ２ 減価償却費 3,503 3,373

 ３ 減損損失 ― 12,318

 ４ 連結調整勘定償却額 △1 △7

 ５ 貸倒引当金の増減額 △15 804

 ６ 賞与引当金の増減額 9 △22

 ７ 役員退職引当金の増減額 △72 33

 ８ 退職給付引当金の減少額 △228 △38

 ９ 受取利息及び受取配当金 △143 △187

 10 支払利息 941 751

 11 為替差損 △4 △3

 12 有形固定資産売却益 △580 △1,463

 13 投資有価証券売却益 △121 ―

 14 持分法による投資損益 81 △10

 15 販売用不動産評価損 382 753

 16 投資有価証券評価損 924 19

 17 有形固定資産除却損 706 542

 18 有形固定資産売却損 15 18

 19 投資有価証券売却損 5 ―

 20 ホテル賃料精算金 ― △114

 21 投資有価証券清算益 ― △721

 22 売上債権の増減額 377 △31

 23 たな卸資産の減少額 173 14

 24 仕入債務の減少額 △280 △53

 25 未払消費税等の増減額 292 △399

 26 役員賞与の支払額 △25 △45

 27 その他の支出 △1,890 △358

    小計 6,479 5,578

 28 利息及び配当金の受取額 143 187

 29 利息の支払額 △956 △748

 30 ホテル賃料精算金の受取額 ― 114

 31 法人税等の還付・支払額 △359 △302

   営業活動によるキャッシュ・フロー 5,305 4,828



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有価証券の売却による収入 ― 20

 ２ 有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,679 △2,339

 ３ 有形及び無形固定資産の売却による収入 10,958 2,637

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △33 △26

 ５ 投資有価証券の売却による収入 295 10

 ６ 投資有価証券の清算による収入 ― 791

 ７ 貸付けによる支出 △371 ―

 ８ 貸付金の回収による収入 4 0

 ９ 差入保証金の差入による支出 △255 △73

 10 差入保証金の返還による収入 773 4

 11 その他投資活動による収入・支出 45 100

   投資活動によるキャッシュ・フロー 9,736 1,125

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △6,206 △2,650

 ２ 長期借入れによる収入 3,000 6,985

 ３ 長期借入金の返済による支出 △11,275 △10,123

 ４ 自己株式の取得による支出 △1,060 △21

 ５ 自己株式の売却による収入 3 0

 ６ 親会社による配当金の支払額 △357 △582

 ７ 少数株主への配当金の支払額 ― △2

   財務活動によるキャッシュ・フロー △15,896 △6,393

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 4 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △848 △435

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,910 3,061

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額

― 46

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 3,061 2,673



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社のうち次の29社を連結に含めております。

島原温泉観光㈱

伊東リゾートサービス㈱

鳥羽リゾートサービス㈱

下田アクアサービス㈱

藤田ホテルマネジメント㈱

藤田観光ワシントンホテル㈱

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱

関西エアポートワシントンホテル㈱

キャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱

浦和ワシントンホテル㈱

東京ベイ有明ワシントンホテル㈱

札幌ワシントンホテル㈱

㈱仙台ワシントンホテルサービス

㈱宇都宮ワシントンホテルサービス

㈱長崎ワシントンホテルサービス

㈱新潟ワシントンホテルサービス

㈱成田ワシントンホテルサービス

㈱秋田ワシントンホテルサービス

㈱沖縄ワシントンホテルサービス

㈱福井ワシントンホテルサービス

藤田グリーン・サービス㈱

藤田観光工営㈱

㈱フェアトン

ワシントンホテルシステム㈱

リザベーションサービス㈱

藤田リゾート開発㈱

能登興業開発㈱

㈱トラベルプラネット

㈱東京ビーピーエス

 

  なお、前連結会計年度まで連結の範囲に含めており

ました松江ワシントンホテル㈱、藤田レストラン㈱

は当連結会計年度中に清算し、それぞれ清算時まで

の損益を連結しております。

  非連結子会社(八洲開発協力㈱他)は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも影響が軽微であり、かつ全体として

連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結

の範囲から除いております。

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社のうち次の30社を連結に含めております。

島原温泉観光㈱

伊東リゾートサービス㈱

鳥羽リゾートサービス㈱

下田アクアサービス㈱

藤田ホテルマネジメント㈱

藤田観光ワシントンホテル㈱

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱

関西エアポートワシントンホテル㈱

キャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱

浦和ワシントンホテル㈱

東京ベイ有明ワシントンホテル㈱

札幌ワシントンホテル㈱

㈱仙台ワシントンホテルサービス

㈱宇都宮ワシントンホテルサービス

㈱長崎ワシントンホテルサービス

㈱新潟ワシントンホテルサービス

㈱成田ワシントンホテルサービス

㈱秋田ワシントンホテルサービス

㈱沖縄ワシントンホテルサービス

㈱福井ワシントンホテルサービス

藤田グリーン・サービス㈱

藤田観光工営㈱

㈱フェアトン

ワシントンホテルシステム㈱

リザベーションサービス㈱

藤田リゾート開発㈱

能登興業開発㈱

㈱トラベルプラネット

㈱東京ビーピーエス

㈱ビジュアライフ 

  なお、㈱ビジュアライフは重要性が増したため、当

連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

非連結子会社(八洲開発協力㈱他)は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも影響が軽微であり、かつ全体として

連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結

の範囲から除いております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

２ 持分法の適用に関する事項

  持分法適用会社は下記の２社であり、いずれも関連

会社であります。

   秋田地熱エネルギー㈱

   東海汽船㈱

  持分法を適用していない非連結子会社(八洲開発協

力㈱他)および関連会社(ワシントンコンドミニアム

㈱他)は、当期純損益(持分に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)等からみて連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の範囲から除いております。

２ 持分法の適用に関する事項

   同左

  

  

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    満期保有目的の債券…償却原価法

    その他有価証券

    (時価のあるもの)…決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算出しております。)

    その他有価証券

    (時価のないもの)…総平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    満期保有目的の債券…同左

    その他有価証券

    (時価のあるもの)…同左

    その他有価証券

    (時価のないもの)…同左

  ② たな卸資産

    不動産商品    個別法による原価法

    未成工事支出金  同上

    その他      移動平均法及び最終仕入原

価法併用による原価法

  ② たな卸資産

    不動産商品    同左

    未成工事支出金  同左

    その他      同左

(会計方針の変更)

たな卸資産の評価基準及び評価方法について、従来、倉

庫保管のたな卸資産(原材料の一部および貯蔵品)は先入

先出法による原価法、厨房、店舗など現場保管のたな卸

資産(原材料、貯蔵品、売店商品)は最終仕入原価法によ

っておりましたが、このうち倉庫保管のたな卸資産につ

いて、当連結会計年度より移動平均法による原価法に変

更いたしました。 

これは、たな卸資産の調達方法および在庫管理を合理化

するための施策の一環として、原材料等の受入原価およ

び払出原価をその都度、適時に把握することを可能に

し、もって月次損益および期間損益をより迅速かつ適正

に算定するため、受払管理に新たなシステムを導入した

ことに鑑み、倉庫保管のたな卸資産の評価方法を先入先

出法による原価法から移動平均法による原価法に変更し

たものであります。なお、この変更による連結財務諸表

に与える影響は軽微であります。 



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

  ③ デリバティブ

    時価法

  ③ デリバティブ

    同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    法人税法に規定する定額法

    なお、取得価額が10万円以上20万円未満の減価

償却資産については、３年間で均等償却してお

ります。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    同左

  ② 無形固定資産

    法人税法に規定する定額法(ソフトウェアを除

く)、自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法

  ② 無形固定資産

    同左

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

   開業費については商法施行規則の規定する最長期

間(５年)で毎期均等額を償却しております。

   開発費については商法施行規則の規定する最長期

間(５年)で毎期均等額を償却しております。

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

    同左

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については過去の一定期間における貸倒実績

から算出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸

念債権など特定の債権については個別に債権の

回収可能性を検討し回収不能見込額を計上して

おります。

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    同左

  ② 賞与引当金

    従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

  ② 賞与引当金

    同左

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当連結会計年度において発生していると認めら

れる額を計上しております。

    なお、会計基準変更時差異(△1,260百万円)に

ついては、15年による按分額を費用処理してお

ります。

    また、数理計算上の差異については、発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)で、翌連結会計年度から定額法により費

用処理しております。

  ③ 退職給付引当金

    同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

  ④ 役員退職引当金

    役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

  ④ 役員退職引当金

    同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

    同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    原則として繰延ヘッジ処理を採用しております

が、特例処理の適用要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理によっておりま

す。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段…デリバティブ取引

(金利スワップ取引)

    ヘッジ対象…借入金金利

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

  ③ ヘッジ方針

    相場変動によるリスクを回避する目的で、対象

物の範囲内に限定して個々の取引ごとにヘッジ

しております。

  ③ ヘッジ方針

    同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相場変動の累

計とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、

両者の変動額等を基礎にして、評価しておりま

す。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    同左

 (7) 消費税等の会計処理方法

   税抜方式によっております。

 (7) 消費税等の会計処理方法

    同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

    同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定は５年間均等償却により処理しており

ます。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

    同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結会計年度中に確定した利益処分または損失処理

に基づいて作成しております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

    同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短期投資から

なっております。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

    同左



  

 (会計処理の変更) 

  

 
(表示方法の変更) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

                   
         

(固定資産の減損に係る会計基準)

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号)

を適用しております。 

この変更にともない、減損損失12,318百万円を計上し、

減価償却費は当該変更前に比して100百万円、リース料

は当該変更前に比して159百万円減少しております。こ

の結果、営業利益および経常利益が259百万円増加し、

税金等調整前当期純損失が12,058百万円増加しておりま

す。 

また、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき、当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇

所に記載しております。 

 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

                   

     
(連結貸借対照表) 

前連結会計年度において区分掲記しておりました固定資

産の「鉱泉利用権」(当連結会計年度11百万円)は、資産

の総額の5/100以下であり、金額が僅少となっているた

め、当連結会計年度から、無形固定資産の「その他」に

含めて表示しております。また、同じく前連結会計年度

において区分掲記しておりました固定負債の「繰延税金

負債」(当連結会計年度0百万円)は、負債、少数株主持

分及び資本合計の1/100以下であり、金額が僅少となっ

ているため、当連結会計年度から、固定負債の「その

他」に含めて表示しております。 

 



 (追加情報) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

                   (外形標準課税制度)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第9

号)が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことにともない、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年2月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が139百万円増加し、

営業利益、経常利益がそれぞれ同額減少し、税金等調整

前当期純損失が同額増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇

所に記載しております。 

 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 916百万円

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 927百万円

※２ 担保提供資産の状況は次のとおりであります。

   長期借入金(うち１年以内に返済期限の到来する

長期借入金を含む)及び短期借入金45,294百万円

に対して次の担保を提供しております。

(1) 不動産商品 14百万円

(2) 有形固定資産 40,032 〃

(3) 投資有価証券 7,504 〃

※２ 担保提供資産の状況は次のとおりであります。

   長期借入金(うち１年以内に返済期限の到来する

長期借入金を含む)及び短期借入金41,786百万円

に対して次の担保を提供しております。

(1) 不動産商品 13百万円

(2) 有形固定資産 38,753 〃

(3) 投資有価証券 9,701 〃

 ３ 偶発債務として、下記のとおり銀行取引に対する

債務保証があります。

ユーエフジェイパートナー 
ローン利用者

85百万円

合計 85 〃

 ３ 偶発債務として、下記のとおり銀行取引に対する

債務保証があります。

ユーエフジェイパートナー
ローン利用者

87百万円

合計 87 〃

 

※４ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

連結財務諸表提出会社の株式の数は、以下のとお

りであります。

  普通株式 5,608,069株

なお、親会社の発行済株式総数は普通株式

122,074,243株であります。

 

※４ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

連結財務諸表提出会社の株式の数は、以下のとお

りであります。

 普通株式 5,641,062株

なお、当社の発行済株式総数は普通株式

122,074,243株であります。



(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 販売費、一般管理費の主要な費目および金額

従業員給料手当 1,175百万円

賞与引当金繰入額 18 〃

退職給付費用 82 〃

役員退職引当金繰入額 71 〃

広告宣伝費 151 〃

保険料 39 〃

地代家賃 442 〃

貸倒引当金繰入額 16 〃

減価償却費 97 〃

※１ 販売費、一般管理費の主要な費目および金額

従業員給料手当 1,057百万円

賞与引当金繰入額 5 〃

退職給付費用 67 〃

役員退職引当金繰入額 73 〃

広告宣伝費 190 〃

保険料 36 〃

地代家賃 410 〃

貸倒引当金繰入額 16 〃

減価償却費 110 〃

※２ 固定資産売却益は、主に「京都国際ホテル」およ

び「虎ノ門ビル」の土地、建物の売却によるもの

であります。

※２ 固定資産売却益は、主に東京都千代田区富士見の

土地等の売却によるものであります。

※３                         

 

※３ 減損損失を認識した資産グループの概要     

(単位：百万円)

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設 埼玉県
さいたま
市他

建物及び構築物 334

工具・器具・備品 94

ソフトウェア 0

その他 30

固定資産計 458

リース資産 343

合計 802

遊休
不動産

東京都
千代田区 
他

建物及び構築物 533

工具・器具・備品 0

土地 10,198

建設仮勘定 32

その他 750

固定資産計 11,515

合計 建物及び構築物 867

工具・器具・備品 94

土地 10,198

建設仮勘定 32

ソフトウェア 0

その他 780

固定資産計 11,974

リース資産 343

合計 12,318

 

(資産のグルーピングの方法) 

 当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、遊休

資産にグループ化し、事業用資産については事業の種類

別(営業施設)に区分し、概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位にて資産のグルーピングを行い

ました。その他の資産については、それぞれ個別の物件

ごとに区分しました。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(減損損失の認識に至った経緯) 

 営業施設のうち、営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスの施設及び投資の回収が見込めない資産につい

て減損損失を認識しました。遊休不動産は、市場価格が

下落している資産について減損損失を認識しました。

(回収可能価額の算定方法) 

 営業施設の回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを7.1％で割り引いて算

定しております。遊休不動産の回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、価格指標は鑑定評価額及び

相続税財産評価基準に拠る評価額を使用しております。

※４ 固定資産除却損の主なものは、建替えのため平成

16年６月30日をもって営業を休止した「札幌第一

ワシントンホテル」の建物、備品等を撤去したこ

とにより発生したものであります。

※４ 固定資産除却損の主なものは、「箱根小涌園」ポ

リネシア風呂等の建物、備品等を撤去したことに

より発生したものであります。

※５ 電波障害管理移管金は、「フォーシーズンズホテ

ル椿山荘東京」の建設(開業1992年１月)に伴いテ

レビ電波受信に障害が発生することが予測された

ため、その対策として親会社で共同受信用ケーブ

ル網の敷設を行い管理を行っていましたが、この

管理を(財)東京ケーブルビジョンに移管すること

により支出した移管金であります。

※５                        



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成16年12月31日)

現金及び預金勘定 3,061百万円

現金及び現金同等物 3,061 〃
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成17年12月31日)

現金及び預金勘定 2,673百万円

現金及び現金同等物 2,673 〃



(リース取引関係) 

  

 
  

  

  

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

取得価額 
 相当額  
(百万円)

減価償却  
累計額  
相当額  
(百万円)

期末残高  
相当額  
(百万円)

車両運搬
具

76 48 27

工具・器
具・備品

5,237 3,633 1,603

その他 218 196 22

合計 5,532 3,879 1,653

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両運搬
具

59 48 1 9

工具・器
具・備品

4,444 3,301 289 853

その他 148 129 9 9

合計 4,652 3,479 300 872

  (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

  (注) 同左

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 739百万円

１年超 913 〃

合計 1,653 〃

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額およびリース資

産減損勘定期末残高相当額

  未経過リース料期末残高相当額

１年内 402百万円

１年超 469 〃

合計 872 〃

リース資産減損勘定期末残高 158百万円

  (注) 同左

 

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 934百万円

減価償却費相当額 934 〃

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額および減損損失

支払リース料 706百万円

リース資産減損勘定の取崩額 142 〃  

減価償却費相当額 563 〃

減損損失 300  〃  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 4,637百万円

１年超 48,543 〃

合計 53,180 〃

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 4,982百万円

１年超 45,536 〃

合計 50,518 〃



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成16年１月１日～平成16年12月31日) 

  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分 種類

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えるもの

国債 24 25 0

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えないもの

国債 29 29 △0

合計 54 54 0

区分 種類

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 9,630 13,583 3,952

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 666 644 △22

合計 10,297 14,227 3,930

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

295 121 5

区分
前連結会計年度
(平成16年12月31日)

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円)

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,518

 子会社株式及び関連会社株式 186

合計 1,705

区分
前連結会計年度
(平成16年12月31日)

債券
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

合計 
(百万円)

 国債 29 10 13 54

合計 29 10 13 54



当連結会計年度 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成17年１月１日～平成17年12月31日) 

   売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
 (注)当連結会計年度において、時価評価されていない有価証券について19百万円の減損処理を行っており

ます。 

  

５ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分 種類

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えるもの

国債 14 15 0

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えないもの

国債 36 35 △0

合計 51 50 △0

区分 種類

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 10,280 25,382 15,101

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 17 12 △4

合計 10,297 25,394 15,096

区分
当連結会計年度
(平成17年12月31日)

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円)

 非上場株式 1,427

 子会社株式及び関連会社株式 128

合計 1,556

区分
当連結会計年度
(平成17年12月31日)

債券
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

合計 
(百万円)

 国債 － 10 40 51

合計 － 10 40 51



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため開示対象はありません。 

  

当連結会計年度 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため開示対象はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(1) 取引の内容・取引の利用目的

  当社グループは全体的な調達金利の変動リスクを低

減する目的で、金利スワップを利用しております。

  ヘッジ会計の方法については、「連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項４ 会計処理基準に関

する事項(6)重要なヘッジ会計の方法」に記載してい

るため省略しております。

(1) 取引の内容・取引の利用目的

   同左

(2) 取引に対する取組み方針

  当社グループでは、対象となる債務残高の範囲内で

金利スワップを利用することとしており、投機的取引

としては設定しないことを方針としております。

(2) 取引に対する取組み方針

   同左

(3) 取引に係るリスクの内容

  当社グループが利用している金利スワップ取引は、

取引実行に伴いその後の市場変動により利得の機会を

失うことを除きリスクを有しておりません。

  また、当社グループの金利スワップ取引の契約先は

国内の信用度の高い金融機関であるため、相手方の契

約不履行によるリスクは極めて小さいと認識しており

ます。

(3) 取引に係るリスクの内容

   同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引の実行および管理は、所定の決裁

を経て経営企画グループで行っております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

   同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  親会社および連結子会社29社は、退職一時金制度を

採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  親会社および㈱ビジュアライフを除く連結子会社29

社は、退職一時金制度を採用しております。㈱ビジ

ュアライフは、退職給付制度を採用しておりませ

ん。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成16年12月31日)

① 退職給付債務 △6,867百万円

② 年金資産 ― 〃

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △6,867 〃

④ 会計基準変更時差異の未処理額 △884 〃

⑤ 未認識数理計算上の差異 1,069 〃

⑥ 連結貸借対照表計上額純額
  (③＋④＋⑤)

△6,683 〃

⑦ 退職給付引当金 △6,683 〃

 (注) 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年12月31日)

① 退職給付債務 △6,782百万円

② 年金資産 ― 〃

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △6,782 〃

④ 会計基準変更時差異の未処理額 △804 〃

⑤ 未認識数理計算上の差異 942 〃

⑥ 連結貸借対照表計上額純額
 (③＋④＋⑤)

△6,644 〃

⑦ 退職給付引当金 △6,644 〃

 (注) 同左

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 434百万円

② 利息費用 150 〃

③ 期待運用収益 ― 〃

④ 会計基準変更時差異の
  費用処理額

△80 〃

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 70 〃

⑥ 退職給付費用
  (①＋②＋③＋④＋⑤)

575 〃

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「①勤務費用」に計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 452百万円

② 利息費用 149 〃

③ 期待運用収益 ― 〃

④ 会計基準変更時差異の
 費用処理額

△80 〃

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 82 〃

⑥ 退職給付費用
 (①＋②＋③＋④＋⑤)

604 〃

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「①勤務費用」に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の
  期間配分方法

期間定額基準

② 割引率 2.5％

③ 会計基準変更時
  差異の処理年数

15年

④ 数理計算上の差異
  の費用処理年数

発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(15
年)で、翌連結会計年度から
定額法により費用処理してお
ります。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

   (繰延税金資産)

退職給付引当金損金算入限
度超過額

2,540百万円

投資有価証券評価損 2,147 〃

販売用不動産評価損 858 〃

貸倒引当金損金算入限度
超過額

222 〃

連結会社間の未実現利益 122 〃

役員退職引当金 90 〃

未払事業所税 66 〃

賞与引当金損金算入限度超
過額

64 〃

繰越欠損金 2,423 〃

その他有価証券評価差額金 9 〃

その他 199 〃

繰延税金負債との相殺 △2,804 〃

  繰延税金資産小計 5,940 〃

評価性引当額 △895 〃

  繰延税金資産合計 5,045 〃
 
   (繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △830 〃

その他有価証券評価差額金 △1,608 〃

貸倒引当金調整 △365 〃

その他 △1 〃

繰延税金資産との相殺 2,804 〃

  繰延税金負債合計 △2 〃
 

 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

   (繰延税金資産)

退職給付引当金損金算入限
度超過額

2,578百万円

投資有価証券評価損 2,156 〃

販売用不動産評価損 1,145 〃

貸倒引当金損金算入限度
超過額

980 〃

減損損失 1,666 〃

連結会社間の未実現利益 53 〃

役員退職引当金 105 〃

未払事業所税 58 〃

賞与引当金損金算入限度超
過額

55 〃

繰越欠損金 4,137 〃

その他 192 〃

繰延税金負債との相殺 △7,278 〃

 繰延税金資産小計 5,850 〃

評価性引当額 △2,997 〃

 繰延税金資産合計 2,853 〃

   (繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △768 〃

その他有価証券評価差額金 △6,146 〃

貸倒引当金調整 △364 〃

その他 △0 〃

繰延税金資産との相殺 7,278 〃

 繰延税金負債合計 △1 〃

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   税金等調整前当期純損失を計上したため、当該事

項の記載を省略しております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 事業区分の名称変更 

  当連結会計年度より「椿山荘・太閤園事業」を「ブライダル＆バンケット事業」に名称を変更しておりま

す。 

３ 各事業の主な営業店舗等 

 (1) ブライダル＆バンケット事業…親会社が経営する椿山荘、太閤園に加えて、子会社で㈱トラベルプラネッ

トがあります。 

 (2) ワシントンホテル事業…………親会社が経営する札幌、秋葉原、新宿、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、キ

ャナルシティ・福岡、浦和、東京ベイ有明の各ワシントンホテルに加え

て、子会社で仙台ワシントンホテルを含め８箇所のワシントンホテルを経

営する藤田観光ワシントンホテル㈱など17社があります。 

 (3) レジャー事業……………………親会社が経営する箱根小涌園ならびに下田海中水族館に加えて、子会社で

下田アクアサービス㈱があります。 

 (4) ラグジュアリーホテル事業……親会社が経営するフォーシーズンズホテル椿山荘東京があります。 

 (5) ホスピタリティ周辺事業………親会社が経営するカメリアヒルズカントリークラブおよび不動産業に加え

て、子会社で藤田観光工営㈱、㈱フェアトン、藤田グリーン・サービス㈱

など５社があります。 

 (6) リージョナルホテル事業………子会社に京都国際ホテルを含め３箇所のホテルを経営する藤田ホテルマネ

ジメント㈱、島原温泉観光㈱など４社があります。 

 (7) その他事業………………………親会社の顧客センターに加えて、子会社に㈱東京ビーピーエスがありま

す。 

４ 配賦不能営業費用はありません。 

５ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は20,118百万円であり、その主なものは親会社での余資運

用資金(現金および有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および親会社のコーポレートセンター総務グル

ープ、事業推進グループおよび経営企画グループに係る資産等であります。 

６ 減価償却費および資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

ブライダル
＆バンケッ
ト事業 
(百万円)

ワシントン 
ホテル事業 
(百万円)

レジャー 
事業 
(百万円)

ラグジュア
リーホテル
事業 
(百万円)

ホスピタリ
ティ周辺 
事業 
(百万円)

リージョナ
ルホテル 
事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客 
   に対する 
   売上高

12,857 28,850 6,858 7,475 9,440 5,788 358 71,629 ― 71,629

 (2) セグメン 
   ト間の 
   内部売上 
   高又は 
   振替高

8 10 18 5 3,498 23 132 3,698 (3,698) ―

計 12,866 28,861 6,876 7,480 12,938 5,812 491 75,327 (3,698) 71,629

  営業費用 11,144 28,047 6,373 7,125 12,205 5,202 426 70,524 (3,716) 66,807

  営業利益 1,721 814 503 355 733 610 65 4,803 18 4,822

Ⅱ 資産、減価 
  償却費 
  及び 
  資本的支出

  資産 13,070 17,885 15,614 15,142 38,144 4,905 728 105,491 16,331 121,823

  減価償却費 557 379 1,014 727 498 231 12 3,421 81 3,503

  資本的支出 299 292 482 75 122 240 4 1,517 52 1,570



７ 配賦対象営業費用の範囲の変更 

  従来、親会社のコーポレートセンター総務グループ等管理部門に係る費用については、各セグメントに配

賦しておりましたが、当連結会計年度より、これに加えて「その他事業」に含めている㈱東京ビーピーエス

の営業費用のうち、実質的に親会社の管理費用に相当する費用についても各セグメントに配賦する方法に変

更いたしました。 

(変更の理由) 

  前連結会計年度下期より組織変更をおこない、小さな本社を目指しスリム化を推進してきており、それに

伴い㈱東京ビーピーエスにおいては、従来の本社業務のかなりの部分が委託されております。㈱東京ビーピ

ーエスでは当連結会計年度下期において、受託している親会社の本社業務とその他の収益事業(保険代理店

等)を区分し、非収益事業として第２本社の役割を担うための社内体制の整備が完了し、本社業務委託を受

けるためのコストコントロールが十分できる体制となったことから、同社に業務委託している親会社の管理

機能に相当する費用を配賦対象営業費用として各セグメントに配賦することにより、事業区分毎の営業損益

を一層明瞭に表示することが可能となったためであります。 

  

  



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な営業店舗等 

 (1) ブライダル＆バンケット事業…親会社が経営する椿山荘、太閤園、コンヴィヴィオンに加えて、子会社で

㈱トラベルプラネットがあります。 

 (2) ワシントンホテル事業…………親会社が経営する札幌、秋葉原、新宿、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、キ

ャナルシティ・福岡、浦和、東京ベイ有明の各ワシントンホテルに加え

て、子会社で仙台ワシントンホテルを含め８箇所のワシントンホテルを経

営する藤田観光ワシントンホテル㈱など17社があります。 

 (3) レジャー事業……………………親会社が経営する箱根小涌園ならびに下田海中水族館に加えて、子会社で

下田アクアサービス㈱があります。 

 (4) ラグジュアリーホテル事業……親会社が経営するフォーシーズンズホテル椿山荘東京があります。 

 (5) ホスピタリティ周辺事業………親会社が経営するカメリアヒルズカントリークラブおよび不動産業に加え

て、子会社で藤田観光工営㈱、㈱フェアトン、藤田グリーン・サービス㈱

など６社があります。 

 (6) リージョナルホテル事業………子会社に京都国際ホテルを含め３箇所のホテルを経営する藤田ホテルマネ

ジメント㈱、島原温泉観光㈱など４社があります。 

 (7) その他事業………………………親会社の顧客センターに加えて、子会社に㈱東京ビーピーエスがありま

す。 

３ 配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は25,348百万円であり、その主なものは親会社での余資運

用資金(現金および有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および親会社のコーポレートセンター総務グル

ープ、事業推進グループおよび経営企画グループに係る資産等であります。 

５ 減価償却費および資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

ブライダル
＆バンケッ
ト事業 
(百万円)

ワシントン 
ホテル事業 
(百万円)

レジャー 
事業 
(百万円)

ラグジュア
リーホテル
事業 
(百万円)

ホスピタリ
ティ周辺 
事業 
(百万円)

リージョナ
ルホテル 
事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客 
   に対する 
   売上高

12,535 27,723 6,840 7,320 8,280 5,847 309 68,858 ― 68,858

 (2) セグメン 
   ト間の 
   内部売上 
   高又は 
   振替高

15 8 17 4 3,775 19 185 4,027 (4,027 ) ―

計 12,550 27,732 6,857 7,325 12,056 5,867 495 72,885 (4,027 ) 68,858

  営業費用 11,411 26,774 6,430 7,308 11,918 5,512 443 69,800 (4,030 ) 65,769

  営業利益 1,138 958 426 16 137 355 51 3,084 3 3,088

Ⅱ 資産、減価 
  償却費、減 
  損損失及び 
  資本的支出

  資産 12,692 17,592 14,906 15,099 25,771 4,960 821 91,845 22,289 114,135

  減価償却費 539 286 1,013 750 457 233 12 3,294 78 3,373

  減損損失 545 854 ― ― 10,861 56 ― 12,318 ― 12,318

  資本的支出 545 403 464 550 89 171 7 2,233 7 2,240



６ 会計方針の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

この変更にともない、従来と同一の方法によった場合と比較して、営業費用(減価償却費及びリース料)は、

ワシントンホテル事業が258百万円、ホスピタリティ周辺事業が０百万円、リージョナルホテル事業が０百

万円それぞれ減少し、営業利益が同額増加しております。 

７ 追加情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことにともない、当連結会計期間から「法人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、営業費用は、ブライダル＆バンケット事業が33百万

円、ワシントンホテル事業が51百万円、レジャー事業が15百万円、ラグジュアリーホテル事業が21百万円、

ホスピタリティ周辺事業が6百万円、リージョナルホテル事業が10百万円それぞれ増加し、営業利益が同額

減少しております。 

  

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成16年１月１日～平成16年12月31日) 

在外子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

当連結会計年度(平成17年１月１日～平成17年12月31日) 

在外子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(平成16年１月１日～平成16年12月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(平成17年１月１日～平成17年12月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) ゴルフ会員権保証金については特別な条件等はありません。 

  

２ 兄弟会社等 

  

 
(注) 取引金額のうち※印の金額については消費税等を含めております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 店舗等の賃借料および敷金の額については近隣の価格を勘案して決定しております。 

  

属性 会社名 住所
資本金 
(百万円)

事業の 
内容

議決権等の
被所有割合 
(％)

関係内容

取引の内容

取引 
金額 
(百万
円)

科目

期末
残高 
(百万
円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

その他
の関係
会社

同和鉱業 
㈱

東京都 
千代田区

36,436 非鉄金属業
直接 27.5 

間接  0.9
兼任２名
転籍２名

ゴルフ会
員権販売

営業取引
ゴルフ会
員権保証
金

―
預り保証
金

185

属性 会社名 住所
資本金 
(百万円)

事業の 
内容

議決権等の
所有割合

関係内容

取引の内容

取引 
金額 
(百万
円)

科目

期末
残高 
(百万
円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社
( 同 和
鉱業㈱
の子会
社)

同和興産 
㈱

東京都 
中央区

305
ビル総合管
理等

― ― ― 営業取引

店舗等の
賃借料

※
450

前払費用 36

店舗等の
敷金保証
金

―
差入保証
金

203



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) ゴルフ会員権保証金については特別な条件等はありません。 

  

２ 兄弟会社等 

  

 
(注) 取引金額のうち※印の金額については消費税等を含めております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 店舗等の賃借料および敷金の額については近隣の価格を勘案して決定しております。 

  

属性 会社名 住所
資本金 
(百万円)

事業の 
内容

議決権等の
被所有割合 
(％)

関係内容

取引の内容

取引 
金額 
(百万
円)

科目

期末
残高 
(百万
円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

その他
の関係
会社

同和鉱業 
㈱

東京都 
千代田区

36,436 非鉄金属業
直接 27.5 

間接  0.9
兼任４名
転籍２名

ゴルフ会
員権販売

営業取引
ゴルフ会
員権保証
金

―
預り保証
金

186

属性 会社名 住所
資本金 
(百万円)

事業の 
内容

議決権等の
所有割合

関係内容

取引の内容

取引 
金額 
(百万
円)

科目

期末
残高 
(百万
円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社
( 同 和
鉱業㈱
の子会
社)

同和興産 
㈱

東京都 
中央区

305
ビル総合管
理等

― ― ― 営業取引

店舗等の
賃借料

※ 
 439 前払費用 36

店舗等の
敷金保証
金

―
差入保証
金

203



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(平成16年１月１日～平成16年12月31日) 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度(平成17年１月１日～平成17年12月31日) 

当社は、平成18年1月19日開催の取締役会において、「ホテルフジタ京都」の土地・建物を積水

ハウス株式会社に譲渡することを決議いたしました。 

  

１.譲渡の理由 

当社はＲＯＡ（総資産利益率）の向上をはかることを第一目標に、重点部門の絞込みによる“選

択と集中”および“資産・負債の圧縮”等を重点課題とした事業改革（3ヵ年中期経営計画）に取

り組んでおり、その一環として今般、上記施設を譲渡することといたしました。 

 なお、譲渡施設の営業につきましては、従来同様、連結子会社である藤田ホテルマネジメント株

式会社が5年間の定期建物賃貸借契約を締結し、継続してまいります。 

  

２.譲渡資産の内容 

                                (単位：百万円) 

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 
１株当たり純資産額 249.83円 １株当たり純資産額 236.24円

 
１株当たり当期純利益 11.82円 １株当たり当期純損失 65.57円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在していないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在してい

ないため記載しておりません。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 連結損益計算書上の当期純利益 1,421百万円

 普通株式に係る当期純利益 1,370百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  利益処分による役員賞与金 42百万円

 普通株式の期中平均株式数 116,709千株

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純損失 7,600百万円

普通株式に係る当期純損失 7,635百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

 利益処分による役員賞与金 35百万円

普通株式の期中平均株式数 116,449千株

資産の内容および所在地 帳簿価額等 譲渡価額 売却益

 ホテルフジタ京都

866 5,500 4,634

 （客室188室、飲食店舗10店舗、売店1、

  洋品店1、エステ1、美容1）

 （敷地面積  6,178.57㎡）

 （延床面積 14,237.52㎡）

 （京都府京都市中京区二条大橋上る
  鉾田町543）



３.譲渡先の概要 

 
  

４.譲渡の日程 

 平成18年1月19日  取締役会決議 

 平成18年1月20日  契約書締結 

 平成18年1月30日  物件引渡し 

  

５.今後の見通し 

 本件の固定資産売却益は平成18年の特別利益に計上となります。 

  

商号  積水ハウス株式会社
本店所在地  大阪府大阪市北区大淀中1丁目1番88号

代表者  和田 勇

資本の額  186,554,196千円（平成17年1月31日現在）

（平成17年1月31日現在）
大株主  積水化学工業株式会社

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

主な事業の内容  建設・不動産全般にかかる業務

 資本的関係  なし

当社との関係  人的関係   なし
 取引関係   なし



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 20,535 17,885 0.66 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 10,116 8,269 1.87 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

25,783 24,492 1.75
平成19年１月22日～
平成26年７月21日

合計 56,435 50,646 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 8,023 7,557 5,043 2,638



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成16年12月31日)

当事業年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,579 1,061

 ２ 売掛金 2,749 2,876

 ３ 有価証券 9 ―

 ４ 売店商品 86 70

 ５ 不動産商品 ※１ 2,719 1,996

 ６ 原材料 188 182

 ７ 未成工事支出金 310 292

 ８ 貯蔵品 124 140

 ９ 前払費用 699 669

 10 繰延税金資産 2,313 3,434

 11 短期貸付金 ※４ 8,154 8,559

 12 その他 1,465 1,959

   貸倒引当金 △3,050 △5,604

   流動資産合計 17,353 14.8 15,638 14.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 49,515 48,451

    減価償却累計額 18,074 31,440 18,522 29,929

  (2) 建物付属設備 29,064 28,992

    減価償却累計額 20,201 8,862 20,756 8,236

  (3) 構築物 9,675 9,767

    減価償却累計額 6,046 3,628 6,205 3,561

  (4) 機械装置 3,975 3,878

    減価償却累計額 3,353 622 3,281 596

  (5) 車両運搬具 207 203

    減価償却累計額 189 17 190 12

  (6) 工具・器具・備品 9,712 9,699

    減価償却累計額 8,012 1,700 7,843 1,856

  (7) 土地 19,829 8,683

  (8) コース勘定 2,450 2,450

  (9) 建設仮勘定 36 61

  (10) 山林 819 52

   有形固定資産合計 69,406 59.3 55,439 50.9



 
  

前事業年度
(平成16年12月31日)

当事業年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 6 6

  (2) 商標権 12 16

  (3) ソフトウェア 239 230

  (4) ソフトウェア仮勘定 53 2

  (5) 電話設備利用権 87 87

  (6) 鉱泉利用権 12 ―

  (7) その他 7 11

   無形固定資産合計 419 0.4 355 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 6,620 9,340

  (2) 関係会社株式 ※１ 12,547 19,983

  (3) 出資金 1 1

  (4) 長期貸付金 331 331

  (5) 従業員貸付金 2 1

  (6) 長期前払費用 63 24

  (7) 繰延税金資産 3,472 1,449

  (8) 差入保証金 6,448 6,454

   (9) その他 233 28

    貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 29,718 25.4 37,614 34.5

   固定資産合計 99,544 85.1 93,409 85.7

Ⅲ 繰延資産

  開発費 121 ―

   繰延資産合計 121 0.1 ― ―

   資産合計 117,019 100.0 109,048 100.0



前事業年度
(平成16年12月31日)

当事業年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,308 1,300

 ２ 短期借入金
※1、
4

22,340 19,971

 ３ 一年以内に返済期限の 
   到来する長期借入金

※１ 9,810 8,030

 ４ 未払金 577 400

 ５ 未払費用 2,614 2,741

 ６ 未払法人税等 37 147

 ７ 未払消費税等 343 ―

 ８ 前受金 475 572

 ９ 預り金 164 197

 10 賞与引当金 95 79

 11 その他 1,355 1,527

   流動負債合計 39,123 33.4 34,969 32.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 24,518 23,388

 ２ 退職給付引当金 5,792 5,713

 ３ 役員退職引当金 101 134

 ４ 会員預り保証金 15,891 15,505

 ５ 預り賃貸保証金 965 907

 ６ その他 134 146

   固定負債合計 47,402 40.5 45,795 42.0

   負債合計 86,526 73.9 80,765 74.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 12,081 10.3 12,081 11.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 8,360 3,020

 ２ その他資本剰余金

   資本金及び 
   資本準備金減少差益

3,209 8,549

   資本剰余金合計 11,570 9.9 11,570 10.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 1,183 1,149

  (2) 別途積立金 2,500 3,683 2,500 3,649

 ２ 当期未処分利益又は当期 
   未処理損失（△）  

3,053 △5,723

   利益剰余金合計 6,737 5.8 △2,073 △1.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,334 2.0 8,955 8.2

Ⅴ 自己株式 ※３ △2,230 △1.9 △2,251 △2.1

   資本合計 30,492 26.1 28,282 25.9

   負債資本合計 117,019 100.0 109,048 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 51,094 100.0 48,597 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 43,609 85.4 43,027 88.5

   売上総利益 7,485 14.6 5,570 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３

 １ 広告宣伝費 92 167

 ２ 旅費交通費 83 82

 ３ 役員報酬 152 144

 ４ 従業員給料手当 864 680

 ５ 法定福利費 108 91

 ６ 賞与引当金繰入額 13 1

 ７ 退職給付費用 89 57

 ８ 役員退職引当金繰入額 52 50

 ９ 地代家賃 428 383

 10 業務委託費 350 505

 11 減価償却費 96 98

 12 その他 478 2,810 5.5 573 2,838 5.8

   営業利益 4,675 9.1 2,731 5.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 26 28

 ２ 受取配当金 ※４ 186 359

 ３ 販売報奨金等 3 2

 ４ 土地家屋賃貸料 69 54

 ５ 出向者退職金受入益 ※４ 137 120

 ６ 団体定期保険配当金 50 38

 ７ その他 214 687 1.3 145 750 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 916 735

 ２ その他 195 1,112 2.1 229 965 2.0

   経常利益 4,249 8.3 2,516 5.2



 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※５ 574 1,459

 ２ 投資有価証券清算益 ― 721

 ３ 厚生年金基金解散益 ― 118

 ４ 投資有価証券売却益 121 ―

 ５ その他 11 707 1.4 21 2,320 4.8

Ⅶ 特別損失

 １ 減損損失 ※８ ― 11,698

 ２ 貸倒引当金繰入額 314 2,539

 ３ 関係会社株式評価損 850 945

 ４ 販売用不動産評価損 382 753

 ５ 固定資産除却損 ※６ 636 492

 ６ 投資有価証券評価損 924 19

 ７ 電波障害管理移管金 ※７ 128 ―

 ８ 特別退職金 17 ―

 ９ その他 161 3,415 6.7 194 16,643 34.2

 税引前当期純利益 
 又は税引前当期純損失(△)

1,542 3.0 △11,805 △24.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

37 50

   法人税等調整額 816 853 1.7 △3,643 △3,592 △7.4

   当期純利益又は当期純損 
   失(△）

688 1.3 △8,213 △16.8

   前期繰越利益 2,365 2,490

   当期未処分利益 
  又は当期未処理損失（△）

3,053 △5,723



売上原価明細書 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(1) 料理、飲物材料費 4,770 10.9 4,494 10.5

(2) 売店商品原価 1,757 4.0 1,805 4.2

(3) 販売土地家屋原価 100 0.2 18 0.0

(4) その他の材料費 735 1.7 758 1.8

(5) 従業員給料手当他 8,896 20.4 9,213 21.4

(6) 賞与引当金繰入額 76 0.2 78 0.2

(7) 退職給付費用 409 0.9 447 1.0

(8) 水道光熱費 2,478 5.7 2,367 5.5

(9) 広告宣伝費 993 2.3 1,241 2.9

(10) 修繕費 767 1.8 840 2.0

(11) 手数料 1,652 3.8 1,692 3.9

(12) 地代家賃 5,978 13.7 5,527 12.8

(13) 業務委託費 5,087 11.7 4,861 11.3

(14) 減価償却費 2,793 6.4 2,791 6.5

(15) その他諸経費 7,112 16.3 6,887 16.0

売上原価合計 43,609 100.0 43,027 100.0



③ 【利益処分計算書又は損失処理計算書】 

  

 
※ 日付はそれぞれの株主総会の承認日であります。 

利益処分計算書

前事業年度
(平成17年３月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,053

Ⅱ 任意積立金取崩額

  固定資産圧縮積立金取崩額 33 33

合計 3,087

Ⅲ 利益処分額

 １ 株主配当金 582

 ２ 取締役賞与金 15 597

Ⅳ 次期繰越利益 2,490

損失処理計算書

当事業年度
(平成18年３月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

（当期未処理損失の処理）

Ⅰ 当期未処理損失 5,723

Ⅱ 損失処理額

 １ 任意積立金取崩額

  固定資産圧縮積立金取崩額 30

 ２ その他資本剰余金取崩額

     資本金及び 
    資本準備金減少差益取崩額

5,693 5,723

Ⅲ 次期繰越損失 ―

（その他資本剰余金の処分）

Ⅰ その他資本剰余金

   資本金及び 
   資本準備金減少差益 8,549 8,549

Ⅱ その他資本剰余金処分額

   資本金及び 
   資本準備金減少差益取崩額 5,693 5,693

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額

   資本金及び 
   資本準備金減少差益 2,856 2,856



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  満期保有目的の債券…償却原価法

子会社株式及び関連会社株式……総平均法による原

価法

  その他有価証券

  (時価のあるもの)……決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算出して

おります)

  その他有価証券

  (時価のないもの)……総平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  満期保有目的の債券…同左

  子会社株式及び関連会社株式……同左

  その他有価証券

  (時価のあるもの)……同左

  その他有価証券

  (時価のないもの)……同左

 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

不動産商品、未成工事支出金……個別法による原価

法

売店商品、原材料、貯蔵品………移動平均法および

最終仕入原価法併

用による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

  不動産商品、未成工事支出金……同左

  売店商品、原材料、貯蔵品………同左

(会計方針の変更)

 たな卸資産の評価基準及び評価方法について、従来、

倉庫保管のたな卸資産(原材料の一部および貯蔵品)は先

入先出法による原価法、厨房、店舗など現場保管のたな

卸資産(原材料、貯蔵品、売店商品)は最終仕入原価法に

よっておりましたが、このうち倉庫保管のたな卸資産に

ついて、当事業年度より移動平均法による原価法に変更

いたしました。

 これは、たな卸資産の調達方法および在庫管理を合理

化するための施策の一環として、原材料等の受入原価お

よび払出原価をその都度、適時に把握することを可能に

し、もって月次損益および期間損益をより迅速かつ適正

に算出するため、受払管理に新たなシステムを導入した

ことに鑑み、倉庫保管のたな卸資産の評価方法を先入先

出法による原価法から移動平均法による原価法に変更し

たものであります。

 なお、この変更による財務諸表に与える影響は軽微で

あります。

３ デリバティブ

  時価法

３ デリバティブ

  同左

４ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   法人税法に規定する定額法

   なお、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償

却資産については、３年間で均等償却しておりま

す。

４ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   同左



 

  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 (2) 無形固定資産

   法人税法に規定する定額法(ソフトウェアを除く)

   自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法

 (2) 無形固定資産

   同左

５ 繰延資産の処理方法

  開発費

  商法施行規則の規定する最長期間(５年)で毎期均等

額を償却しております。

５ 繰延資産の処理方法

  開発費

   同左

６ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については過去の一定期間における貸倒実績から

算出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権

など特定の債権については個別に債権の回収可能

性を検討し回収不能見込額を計上しております。

６ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に

基づき、計上しております。

 (2) 賞与引当金

   同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上

しております。

   なお、会計基準変更時差異(△1,260百万円)につ

いては、15年による按分額を費用処理しておりま

す。

   また、数理計算上の差異については、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)

で、翌事業年度から定額法により費用処理してお

ります。

 (3) 退職給付引当金

   同左

 (4) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

 (4) 役員退職引当金

   同左

７ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

７ リース取引の処理方法

  同左



 
  

  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

８ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   原則として繰延ヘッジ処理を採用しております

が、特例処理の適用要件を満たしている金利スワ

ップについては、特例処理を採用しております。

８ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段……デリバティブ取引

          (金利スワップ取引)

   ヘッジ対象……借入金金利

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

 (3) ヘッジ方針

   相場変動によるリスクを回避する目的で、対象物

の範囲内に限定して個々の取引ごとにヘッジして

おります。

 (3) ヘッジ方針

   同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

   原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、両者の

変動額等を基礎にして、評価しております。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

   同左

９ 消費税等の会計処理方法

  税抜方式によっております。

９ 消費税等の会計処理方法

  同左



（会計処理の変更） 

 
（表示方法の変更） 

 
  

（追加情報） 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
  至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日)

                   (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号)を適用し

ております。 

 この変更にともない、減損損失11,698百万円を計上し、

減価償却費は当該変更前に比して21百万円、リース料は当

該変更前に比して 16百万円減少しております。この結

果、営業利益および経常利益が38百万円増加し、税引前当

期純損失が11,659百万円増加しております。 

 また、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
  至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日)

                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(貸借対照表) 

 前事業年度において区分掲記しておりました固定資産の

「鉱泉利用権」（当事業年度11百万円）は、資産の総額の

1/100以下であり、金額が僅少となっているため、当事業

年度から、無形固定資産の「その他」に含めて表示してお

ります。

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
  至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日)

                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(外形標準課税制度) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月1日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことにともない、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加価値割および

資本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費が 110百万円増加し、

営業利益および経常利益が同額減少し、税引前当期純損失

が同額増加しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成16年12月31日)

当事業年度
(平成17年12月31日)

※１ 担保提供資産の状況は次のとおりであります。

   長期借入金(うち１年以内に返済期限の到来する

長期借入金を含む)及び短期借入金44,894百万円

に対して次の担保を提供しております。

(1) 不動産商品 14百万円

(2) 有形固定資産 38,952 〃

(3) 関係会社株式 7,504 〃

※１ 担保提供資産の状況は次のとおりであります。

   長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する

長期借入金を含む)及び短期借入金41,623百万円

に対して次の担保を提供しております。

(1) 不動産商品 13百万円

(2) 有形固定資産 37,665 〃

(3) 関係会社株式 9,701 〃

※２ 授権株式数 普通株式 440,000千株

   発行済株式数 普通株式 122,074千株

※２ 授権株式数 普通株式 440,000千株

   発行済株式数 普通株式 122,074千株

※３ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式5,549

千株であります。

※３ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式5,582 

千株であります。

※４ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

 流動資産 

 短期貸付金        8,154百万円 

 流動負債 

 短期借入金        1,805百万円

※４ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

 流動資産 

 短期貸付金        8,559百万円 

 流動負債 

 短期借入金        2,086百万円

 ５ 偶発債務として下記のとおり銀行取引に対する保

証債務があります。

藤田グリーン・サービス㈱ 1,210百万円

関西エアポートワシントン
ホテル㈱

150 〃

島原温泉観光㈱ 75 〃

ユーエフジェイパートナー
ローン利用者

85 〃

合計 1,521百万円

 ５ 偶発債務として下記のとおり銀行取引に対する保

証債務があります。

藤田グリーン・サービス㈱ 1,090百万円

関西エアポートワシントン
ホテル㈱

90 〃

島原温泉観光㈱ 6 〃

ユーエフジェイパートナー
ローン利用者

87 〃

合計 1,273百万円

 ６ 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額
                   2,334百万円  

６ 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 
                   8,955百万円  



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 事業部別売上高内訳は次のとおりであります。

(1) ブライダル＆バンケット事業部 12,835百万円

(2) ワシントンホテル事業部 20,042 〃

(3) レジャー事業部 6,876 〃

(4) ラグジュアリーホテル事業部 7,480 〃

(5) ホスピタリティ周辺事業部 2,841 〃

(6) リージョナルホテルグループ 725 〃

(7) その他 292 〃

  合計 51,094 〃

※１ 事業部別売上高内訳は次のとおりであります。

(1) ブライダル＆バンケット事業部 12,522百万円

(2) ワシントンホテル事業部 19,236 〃

(3) レジャー事業部 6,857 〃

(4) ラグジュアリーホテル事業部 7,325 〃

(5) ホスピタリティ周辺事業部 1,921 〃

(6) リージョナルホテルグループ 482 〃

(7) その他 251 〃

 合計 48,597 〃

※２ 事業部別売上原価内訳は次のとおりであります。

(1) ブライダル＆バンケット事業部 10,605百万円

(2) ワシントンホテル事業部 17,521 〃

(3) レジャー事業部 5,991 〃

(4) ラグジュアリーホテル事業部 6,793 〃

(5) ホスピタリティ周辺事業部 2,181 〃

(6) リージョナルホテルグループ 251 〃

(7) その他 264 〃

  合計 43,609 〃

※２ 事業部別売上原価内訳は次のとおりであります。

(1) ブライダル＆バンケット事業部 10,897百万円

(2) ワシントンホテル事業部 16,793 〃

(3) レジャー事業部 6,047 〃

(4) ラグジュアリーホテル事業部 6,892 〃

(5) ホスピタリティ周辺事業部 1,902 〃

(6) リージョナルホテルグループ 248 〃

(7) その他 246 〃

 合計 43,027 〃

※３ 販売費と一般管理費の比率は約41％と約59％であ

ります。

※３ 販売費と一般管理費の比率は約38％と約62％であ

ります。

※４ 営業外収益のうち、下記科目には、関係会社に係

る収益がそれぞれ含まれております。

受取配当金 140百万円

出向者退職金受入益 130 〃

※４ 営業外収益のうち、下記科目には、関係会社に係

る収益がそれぞれ含まれております。

受取配当金 310百万円

出向者退職金受入益 112 〃

※５ 固定資産売却益は、主に「京都国際ホテル」およ

び「虎ノ門ビル」の土地・建物の売却によるもの

であります。

※５ 固定資産売却益は、主に東京都千代田区富士見の

土地等の売却によるものであります。

※６ 固定資産除却損は、主に「札幌第１ワシントンホ

テル」建替に伴い営業を休止したことによるもの

であります。

※６ 固定資産除却損は、主に「箱根小涌園」ポリネシ

ア風呂等の建物、備品等を撤去したことにより発

生したものであります。

※７ 電波障害管理移管金は、「フォーシーズンズホテ

ル椿山荘東京」の建設(開業1992年１月)に伴いテ

レビ電波受信に障害が発生することが予測された

ため、その対策として当社で共同受信用ケーブル

網の敷設を行い管理を行っていましたが、この管

理を(財)東京ケーブルビジョンに移管することに

より支出した移管金であります。

※７                        



 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※８                        

 

※８ 減損損失を認識した資産グループの概要 
(単位：百万円)

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設
埼玉県
さいたま市

建物 63

建物付属設備 89

ソフトウェア 0

その他 30

固定資産計 184

リース資産 44

合計 229

遊休
不動産

東京都
千代田区 
他

建物 503

建物付属設備 4

土地 10,157

建設仮勘定 32

その他 770

固定資産計 11,469

合計

建物 567

建物付属設備 93

土地 10,157

建設仮勘定 32

ソフトウェア 0

その他 801

固定資産計 11,653

リース資産 44

合計 11,698

（資産グルーピングの方法） 

 当社は、資産を事業用資産、共用資産、遊休資産にグ

ループ化し、事業用資産については事業の種類別（営業

施設）に区分し、概ね独立したキャッシュ・フローを生

み出す最小の単位にて資産のグルーピングを行いまし

た。その他の資産については、それぞれ個別の物件ごと

に区分しました。 

 

（減損損失の認識に至った経緯） 

 営業施設のうち、営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスの施設及び投資の回収が見込めない資産につい

て減損損失を認識しました。遊休不動産は、市場価値が

下落している資産について減損損失を認識しました。 

 

（回収可能価額の算定方法） 

 営業施設の回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを7.1％で割り引いて算

定しております。遊休不動産の回収可能価額は、正味売

却価額より測定しており、価格指標は鑑定評価額及び相

続税財産評価基準に拠る評価額を使用しております



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
 相当額  
(百万円)

減価償却  
累計額  
相当額  
(百万円)

期末残高  
相当額  
(百万円)

車両運搬
具

38 30 7

工具・器
具・備品

3,829 2,675 1,153

その他 175 167 8

合計 4,043 2,874 1,169

  (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

 

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両運搬
具

36 32 ― 4

工具・器
具・備品

3,128 2,483 34 610

その他 97 97 ― ―

合計 3,262 2,612 34 614

  (注)   同左

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 525百万円

１年超 644 〃

合計 1,169 〃

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産 

   減損勘定期末残高 

   未経過リース料期末残高相当額

１年内 319百万円

１年超 294 〃

合計 614 〃

  リース資産減損勘定期末残高      22百万円 

  （注）同左

 

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 691百万円

減価償却費相当額 691 〃

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

   減価償却費相当額及び減損損失     

支払リース料

リース資産減損勘定の取崩額

500百万円

   12 〃

減価償却費相当額

減損損失

487 〃

   34 〃

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 2,497百万円

１年超 34,230 〃

合計 36,728 〃

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 2,908百万円

１年超 34,298 〃

合計 37,206 〃



(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年12月31日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当事業年度(平成17年12月31日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

前事業年度
(平成16年12月31日)

貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 522 776 253

当事業年度
(平成17年12月31日)

貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 522 1,076 553



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成16年12月31日)

当事業年度
(平成17年12月31日)

 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

   (繰延税金資産)

退職給付引当金超過額 2,217百万円

貸倒引当金超過額 653 〃

役員退職引当金 41 〃

投資有価証券評価損 2,736 〃

販売用不動産評価損 858 〃

繰越欠損金 1,508 〃

その他 201 〃

 繰延税金資産合計 8,217 〃

   (繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △830 〃

その他有価証券評価差額 △1,602 〃

 繰延税金負債合計 △2,432 〃

 繰延税金資産(負債)の純額 5,785 〃

 

 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

   (繰延税金資産)

退職給付引当金超過額 2,229百万円

貸倒引当金超過額 2,120 〃

役員退職引当金 54 〃

投資有価証券評価損 3,129 〃

販売用不動産評価損 1,145 〃

繰越欠損金 2,858 〃

その他 1,554 〃

繰延税金資産小計 13,093 〃

評価性引当金 △1,294 〃

繰延税金資産合計 11,799 〃

   (繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △768 〃

その他有価証券評価差額 △6,146 〃

繰延税金負債合計 △6,914 〃

繰延税金資産(負債)の純額 4,884 〃

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.5％

住民税均等割等 2.4％

その他 9.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.4％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

 税引前当期純損失を計上したため、当該事項の記

載を省略しております。



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前事業年度(平成16年１月１日～平成16年12月31日) 

 該当事項はありません。 

当事業年度(平成17年１月１日～平成17年12月31日) 

当社は、平成18年1月19日開催の取締役会において、「ホテルフジタ京都」の土地・建物を積水

ハウス株式会社に譲渡することを決議いたしました。 

  

１.譲渡の理由 

当社はＲＯＡ（総資産利益率）の向上をはかることを第一目標に、重点部門の絞込みによる“選

択と集中”および“資産・負債の圧縮”等を重点課題とした事業改革（3ヵ年中期経営計画）に取

り組んでおり、その一環として今般、上記施設を譲渡することといたしました。 

 なお、譲渡施設の営業につきましては、従来同様、連結子会社である藤田ホテルマネジメント株

式会社が5年間の定期建物賃貸借契約を締結し、継続してまいります。 

  

２.譲渡資産の内容 

                                (単位：百万円) 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 261.56円 242.79円

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△）

5.76円 △70.49円

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

損益計算書上の当期純利益

688百万円

普通株式に係る当期純利益

673百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

取締役賞与金 15百万円

普通株式の期中平均株式数

116,767千株

１株当たり当期純損失の算定上の基

礎

損益計算書上の当期純損失

8,213百万円

普通株式に係る当期純損失

8,213百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な 

内訳 

   当該事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

116,508千株

資産の内容および所在地 帳簿価額等 譲渡価額 売却益

 ホテルフジタ京都

866 5,500 4,634

 （客室188室、飲食店舗10店舗、売店1、

  洋品店1、エステ1、美容1）

 （敷地面積  6,178.57㎡）

 （延床面積 14,237.52㎡）

 （京都府京都市中京区二条大橋上る
  鉾田町543）



３.譲渡先の概要 

 
  

４.譲渡の日程 

 平成18年１月19日  取締役会決議 

  平成18年１月20日  契約書締結 

  平成18年１月30日  物件引渡し   

  

５.今後の見通し 

 本件の固定資産売却益は平成18年の特別利益に計上となります。 

  

商号  積水ハウス株式会社
本店所在地  大阪府大阪市北区大淀中1丁目1番88号

代表者  和田 勇

資本の額  186,554,196（平成17年1月31日現在）

（平成17年1月31日現在）
大株主  積水化学工業株式会社

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

主な事業の内容  建設・不動産全般にかかる業務

 資本的関係  なし

当社との関係  人的関係   なし
 取引関係   なし



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
  

【債券】 

  

 
  

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有価
証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 1,962 3,139

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,403 1,313

㈱静岡銀行 967,116 1,143

清水建設㈱ 1,232,868 1,068

㈱みずほフィナンシャルグループ(優先
株)

1,000 1,000

三井トラスト・ホールディングス㈱ 585,000 828

みずほ信託銀行㈱ 770,000 308

ワシントンホテル㈱ 1,061,280 206

㈱八十二銀行 53,130 47

十和田ホテル㈱ 750 37

その他 20銘柄 290,355 206

計 4,964,864 9,299

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

満期保有目
的の債券

債券

 5.0分利付国庫債券２銘柄 15 14

 割引国庫債券１銘柄 30 26

計 45 41



【有形固定資産等明細表】 

  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 49,515 418
 1,481
(567)

48,451 18,522 970 29,929

 建物付属設備 29,064 729
800
(93)

28,992 20,756 1,109 8,236

 構築物 9,675 233
141
 (2)

9,767 6,205 283 3,561

 機械装置 3,975 89
187
 (18)

3,878 3,281 81 596

 車両運搬具 207 0 3 203 190 2 12

 工具・器具・備品 9,712 578
591
(13)

9,699 7,843 340 1,856

 土地 19,829 ―
11,146
(10,157)

8,683 ― ― 8,683

 コース勘定 2,450 0 ― 2,450 ― ― 2,450

 建設仮勘定 36 70
45
(32)

61 ― ― 61

 山林 819 ―
766
(766)

52 ― ― 52

有形固定資産計 125,285 2,119
4,240

(11,652)
112,240 56,800 2,789 55,439

無形固定資産

 借地権 ― ― ― 6 ― ― 6

 商標権 ― ― ― 94 78 2 16

 ソフトウェア ― ― ― 507 276 89 230

 ソフトウェア 
 仮勘定

― ― ― 2 ― ― 2

 電話設備利用権 ― ― ― 87 ― ― 87

 鉱泉利用権 ― ― ― 136 124 1 11

 その他 ― ― ― 263 262 7 0

無形固定資産計 ― ― ― 1,098 743 100 355

長期前払費用 847 21 10 858 833 49 24

繰延資産

 開発費 1,174 ― ― 1,174 1,174 121 ―

繰延資産計 1,174 ― ― 1,174 1,174 121 ―



(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

 
  

  

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

    建物        不動産センター     神奈川県小田原市             501百万円 

  土地        不動産センター     東京都千代田区富士見                 850百万円 

                        長野県北佐久郡御代田町                 60 〃 

  なお、当期減少額のうち（  ）内は内書きで減損損失累計額の計上額であります。 

  

３ 無形固定資産については、資産総額の100分の１以下のため「前期末残高」、「当期増加額」および「当期

減少額」の記載を省略いたしました。 

  

建物 フォーシーズンズホテル スパ新設工事 135百万円

チャペル改修工事 49 〃  

関係会社グループ ホテルフジタ京都客室改装工事 26 〃

椿山荘 宴会場改修工事 23 〃

太閤園 宴会場改修工事 17 〃

建物付属設備 フォーシーズンズホテル スパ新設工事 101 〃

チャペル改修工事 34 〃

椿山荘 エレベーター改修 34 〃

中央監視システム改修 20 〃

構築物

関係会社グループ

椿山荘

鳥羽小涌園空調設備工事

庭園バリアフリー工事

32 〃

19 〃

工具・器具・備品 フォーシーズンズホテル スパ新設工事

客室ベット入替

40 〃

37 〃



【資本金等明細表】 

  

 
※1 上記の株式数の中には、自己株式が 5,582,548 株含まれております。 

※2 当期減少額は、前期決算の欠損てん補及び商法第289条第２項の規定に基づく資本準備金の取崩によるもであり 

   ます。    

※3 当期増加額は、商法第289条第２項の規定に基づく資本準備金の取崩によるものであります。 

※4 当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

  

 
※ その他の減少内訳 

一般債権の貸倒実績率による洗替戻入額 11百万円 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 12,081 ― ― 12,081

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 ※1 (株) (122,074,243) (―) (―) (122,074,243)

普通株式 ※1 (百万円) 12,081 ― ― 12,081

計 (株) (122,074,243) (―) (―) (122,074,243)

計 (百万円) 12,081 ― ― 12,081

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金)

 株式払込剰余金 
       ※2  

(百万円) 7,818 ― 5,340 2,478

 合併差益 (百万円) 542 ― ― 542

(その他資本剰余金)

資本金及び資本準
備金減少差益 
       ※3

(百万円) 3,209 5,340 ― 8,549

計 (百万円) 11,570 5,340 5,340 11,570

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) ― ― ― ―

(任意積立金)

 固定資産圧縮 
 積立金    ※4

(百万円) 1,183 ― 33 1,149

 別途積立金 (百万円) 2,500 ― ― 2,500

計 (百万円) 3,683 ― 33 3,649

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金    ※ 3,051 2,574 7 11 5,605

賞与引当金 95 79 95 ― 79

役員退職引当金 101 50 17 ― 134



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

(a) 流動資産 

(1) 現金及び預金 

  

 
  

(2) 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
(注) ㈱農協観光他 

  

(ロ)売掛金の発生及び回収状況 

  

 
(注) 当期発生高と当期売上高との差は現金売上および消費税等によるものであります。 

  

摘要 金額(百万円)

現金 200

預金

当座預金 853

普通預金 3

別段預金 3

振替貯金 0

小計 860

合計 1,061

相手先 金額(百万円)

ＡＮＡセールス㈱ 137

㈱ジェイティービー 123

㈱ＪＡＬツアーズ 118

㈱日本旅行 88

東急観光㈱ 44

その他 (注) 2,365

計 2,876

前期繰越高 
Ａ 

(百万円)

当期発生高 
Ｂ 

(百万円)

当期回収高 
Ｃ 

(百万円)

次期繰越高
Ｄ 

(百万円)

回転率 Ｅ
(回)

Ｂ÷
Ａ＋Ｄ
２

回収率
(％)
Ｃ

×100
Ａ＋Ｂ

滞留期間 
(日) 

365日÷Ｅ

2,749 36,005 35,878 2,876 12.8 92.6 29



(3) 売店商品 
  

 
  

(4) 不動産商品 

  

 
  

摘要 金額(百万円)

売店商品たな卸高 70

計 70

摘要 面積
(㎡)

土地
(百万円)

工事費(百万円) 合計 
(百万円)件名 所在地 土地 建物

１ 完成土地建物

(北海道)

大沼 亀田郡七飯町 47,646 65 5 ― 71

第２大沼 茅部郡森町 205,238 74 251 ― 325

(千葉県)

青葉台 市原市 1,943 4 4 ― 8

(神奈川県)

油壺 三浦市 1,389 15 0 ― 15

宇佐美 伊東市 2,607 42 0 39 82

(山梨県)

富士ヶ嶺高原 西八代郡上九一色村 6,358 3 12 ― 16

(長野県)

車山高原 茅野市 16,055 424 ― 642 1,067

野尻湖 上水内郡信濃町 840 36 ― ― 36

(埼玉県)

浦和 さいたま市 18 4 ― 0 5

(三重県)

鳥羽 鳥羽市 6,904 4 2 32 39

鳥羽安楽島 鳥羽市 431 7 6 ― 13

小計 289,432 684 283 714 1,682



 
  

(5) 未成工事支出金 

  

 
  

摘要 面積
(㎡)

土地
(百万円)

工事費(百万円) 合計 
(百万円)件名 所在地 土地 建物

２ 未成土地

(北海道)

第２大沼 茅部郡森町 2,058,017 136 1 ― 137

(神奈川県)

箱根 足柄下郡箱根町 6,819 8 0 ― 8

(静岡県)

宇佐美 伊東市 3,067 23 ― ― 23

(三重県)

鳥羽 鳥羽市 239,804 143 1 ― 145

(大分県)

別府 別府市 196 0 ― ― 0

小計 2,307,904 311 3 ― 314

合計 2,597,337 995 286 714 1,996

摘要 面積
(㎡)

土地
(百万円)

工事費(百万円) 合計 
(百万円)件名 所在地 土地 建物

(三重県)

鳥羽 鳥羽市 41,737 8 48 7 64

(長野県)

野尻湖 上水内郡信濃町 399,275 29 170 28 227

計 441,012 37 218 35 292



(6) 原材料 

  

 
  

(7) 貯蔵品 

  

 
  

(8) 短期貸付金 

  

 
  

(b) 固定資産 

(9) 関係会社株式 

  

 
  

(10) 差入保証金 

  

 
  

摘要 金額(百万円)

料理材料 118

飲物材料 54

その他の材料 9

計 182

摘要 金額(百万円)

客用消耗品 44

その他の雑品 95

計 140

摘要 金額(百万円)

藤田観光ワシントンホテル㈱ 2,896

フジタカンコウグァムINC. 2,436

関西エアポートワシントンホテル㈱ 2,430

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱ 529

島原温泉観光㈱ 265

計 8,559

摘要 金額(百万円)

同和鉱業㈱ 17,508

能登興業開発㈱ 758

東海汽船㈱ 522

藤田ホテルマネジメント㈱ 200

島原温泉観光㈱ 179

その他 813

計 19,983

摘要 金額(百万円)

不動産賃借保証金 6,437

取引保証金 16

計 6,454



負債の部 

(a) 流動負債 

(1) 買掛金 

  

 
(注) ㈱小室商店 他 

  

(2) 借入金 

(イ)短期借入金 

  

 
(注) ㈱常陽銀行他 

 ※ 株式会社ユーエフジェイ銀行は、平成18年１月１日をもって株式会社東京三菱銀行と合併し、 
   株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行となっております。 

  

(b) 固定負債 

(ロ)長期借入金 

  

 
(注) 三菱ユーエフジェイ信託銀行㈱他 

 ※ 株式会社ユーエフジェイ銀行は、平成18年１月１日をもって株式会社東京三菱銀行と合併し、 
   株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行となっております。 

  

相手先 金額(百万円)

高瀬物産㈱ 46

ワイエイチ富士㈱ 39

丸甲堺周水産㈱ 34

㈱定松 33

㈱山岸水産 32

その他 (注) 1,113

計 1,300

借入先 金額(百万円)

㈱静岡銀行 2,925

八十二銀行㈱ 2,700

㈱ユーエフジェイ銀行 2,110

みずほコーポレート㈱ 1,750

中央三井信託銀行㈱ 1,600

その他 (注) 8,886

計 19,971

１年内返済予定の長期借入金 8,030

合計 28,001

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 6,025

㈱ユーエフジェイ銀行 5,525

中央三井信託銀行㈱ 3,896

みずほ信託銀行㈱ 2,785

日本政策投資銀行 2,533

その他 (注) 2,622

合計 23,388



(3) 会員預り保証金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

摘要 金額(百万円)

カメリアヒルズカントリークラブ入会預託金 8,122

フジタルーデンスクラブ預託金 2,864

ウィスタリアンライフクラブ預託金 1,669

フォーシーズンズホテル椿山荘東京スパ保証金 1,395

藤田日新会保証金 850

FGM預託金 594

その他 9

計 15,505



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 12月31日

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 100株、500株、1,000株、10,000株および100株未満の株数を表示した株券

中間配当基準日 ６月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料
無料。ただし、不所持株券の発行もしくは返還の請求による場合または喪失もしく
は汚損・き損に基づく再発行請求による場合は、１枚につき印紙税相当額。

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典

  権利確定日 平成17年６月30日 平成17年12月31日

  有効期限
平成17年10月１日から
平成18年３月31日まで 
(平成17年９月中旬発送)

平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで 
(平成18年３月中旬発送)

種類 割引率 割引限度額
1,000～
2,999株

3,000～
4,999株

5,000～
9,999株

10,000～
49,999株

50,000～
99,999株

100,000～
499,999株

500,000
株以上

①宿泊株主優待券 50％ 20,000円 6枚 12枚 18枚 18枚 18枚 18枚 18枚

②提携施設株主優待券 ワシン
トンホテルプラザチェーン

20％ 10,000円 3枚 6枚 9枚 9枚 9枚 9枚 9枚

③提携施設共通株主優待券 50％
10,000～
20,000円

1枚 2枚 3枚 3枚 3枚 3枚 3枚

④レストラン株主優待券 20％ 10,000円 2枚 4枚 6枚 6枚 6枚 6枚 6枚

⑤婚礼・宴会株主優待券 7～20％ 200,000円 1枚 2枚 3枚 3枚 3枚 3枚 3枚

⑥箱根小涌園ユネッサン・下田
海中水族館共通株主優待券

50％ なし 2枚 4枚 6枚 6枚 6枚 6枚 6枚

⑦株主優待証（ご宿泊優待パ
ス）

30％ 20,000円 ― ― ― 1枚 2枚 5枚 10枚



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第72期(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日)平成17年３月31日に関東財務局長に

提出 

  

(2) 半期報告書 

中間会計期間 第73期中(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日)平成17年９月28日に関東財務

局長に提出 

  

(3）訂正報告書 

※平成17年４月１日に関東財務局長に提出 

自 平成16年１月１日 至 平成16年12月30日 事業年度（第72期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成13年１月１日 至 平成13年６月30日 中間会計期間（第69期中）の半期報告書に係る訂正報

告書であります。 

※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成13年１月１日 至 平成13年12月30日 事業年度（第69期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成14年１月１日 至 平成14年６月30日 中間会計期間（第70期中）の半期報告書に係る訂正報

告書であります。 

※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成14年１月１日 至 平成14年12月30日 事業年度（第70期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日 中間会計期間（第71期中）の半期報告書に係る訂正報

告書であります。 

※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成15年１月１日 至 平成15年12月30日 事業年度（第71期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成16年１月１日 至 平成16年６月30日 中間会計期間（第72期中）の半期報告書に係る訂正報

告書であります。 



※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成16年１月１日 至 平成16年12月30日 事業年度（第72期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 

自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日 中間会計期間（第73期中）の半期報告書に係る訂正報

告書であります。 

※平成18年３月24日に関東財務局長に提出 

自 平成13年１月１日 至 平成13年12月30日 事業年度（第69期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

※平成18年３月24日に関東財務局長に提出 

自 平成14年１月１日 至 平成14年12月30日 事業年度（第70期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

※平成18年３月24日に関東財務局長に提出 

自 平成15年１月１日 至 平成15年12月30日 事業年度（第71期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

※平成18年３月24日に関東財務局長に提出 

自 平成16年１月１日 至 平成16年12月30日 事業年度（第72期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

  

(4) 臨時報告書 

  平成18年１月20日に関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号並びに第19号（財政状態及び経営成績に著 

  しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。 

    



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年３月３０日

藤 田 観 光 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤田観光株式会社の

平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤田観光株式会

社及び連結子会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（１）②に記載されているとおり、会社はたな卸資産の評価基準及び評価

方法を変更した。 

 ２．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「（注）７ 配賦対象営業費用の範囲の変更」に記載されているとお

り、会社は配賦対象営業費用の範囲を変更した。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 櫻 井 資 悦 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 平 野   洋 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

藤 田 観 光 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤田観光株式会

社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤田観光株式会

社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

追記情報 

１．（会計処理の変更）に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して連結財務諸表を作成している。 

２．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１８年１月１９日開催の取締役会において、ホテルフジタ京都の土

地、建物を譲渡することを決議し、同年１月３０日に物件の引渡しを行っている。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 野   洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年３月３０日

藤 田 観 光 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤田観光株式会社の

平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第７２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤田観光株式会社の

平成１６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 重要な会計方針２に記載されているとおり、会社はたな卸資産の評価基準及び評価方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 櫻 井 資 悦 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 平 野   洋 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

藤 田 観 光 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤田観光株式会

社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第７３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損

失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤田観光株式会社の

平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

１．（会計処理の変更）に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して財務諸表を作成している。 

２．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１８年１月１９日開催の取締役会において、ホテルフジタ京都の土

地、建物を譲渡することを決議し、同年１月３０日に物件の引渡しを行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 野   洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 
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